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NOTE
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I. 緒言 

1. 2011年3月11日14時46分（現地時刻、以下同様）、日本の本州近くにおいて、マグニチュード

9.0の地震および巨大津波（「東日本大震災」）が発生し、人々の生命、財産、社会基盤、天然資源を

危険にさらした。津波は500平方キロメートルの土地におよび、地震と津波とを合せた被害は、2013年
9月1日時点の情報で、死者 18,703名、行方不明者 2,674名、負傷者6,220名に達している[M21]。
250,000棟以上の建物が全半壊し、少なくとも、さらに750,000棟が部分的に損傷した。22,000隻の漁

船が破壊され、200平方キロメートル以上の農地が塩水に浸かり2年以上耕作できない状態となった。 

2. この自然災害は、東京電力福島第一原子力発電所（以下「福島第一原発」または「FDNPS」と
いう。）にも深刻な損傷をもたらした。そして、大量の放射性物質が大気中および海洋中に放出された。

2013年末の時点で、100,000人以上の人々が事故のために避難生活を余儀なくされており、海洋環

境への放射性核種の放出は今も継続している。発電所敷地内の作業者は、使用済燃料プールから

の燃料の撤去と損傷を受けた炉心の管理に関わる複雑な問題に直面している。事故によって最も影

響を受けた地域での復旧活動と土地の修復、損傷を受けた原発サイトの廃止措置についての努力が

今後何十年にわたって続くことになる。また、発電所内外において被ばくレベル1と健康影響のモニタ

リングを長期間にわたり実施することが求められている。 

3. 2011年5月の第58回会合において、国連科学委員会（以下「本委員会」）は、2011年3月に発生

した東日本大震災後の原子力発電所事故による被ばくレベルと放射線リスクの評価を、十分な情報

が集まった時点で実施する旨決定した。その後国連総会は決議66/70においてこの決定を支持した。 

4. 日本のすべての都道府県における放射線レベルと放射性物質の沈着密度、食品中の濃度お

よび公衆の被ばくならびに作業者の被ばくに関する多くのデータが利用可能であった。日本の政府

機関がまとめた多くのデータ、また査読のある学術誌に発表された多くの論文が提供された。影響評

価の実施をサポートするデータの提供を本委員会が要請したところ、日本以外の国連加盟25カ国も

その要請に応じて公式に情報を提供してくれた。包括的核実験禁止条約機関（CTBTO）、食糧農業

機関（FAO）、国際原子力機関（IAEA）、世界保健機関（WHO）、世界気象機関（WMO）などを含む

他の国際機関からもデータの提供があった。本委員会はまた、いくつかの非政府組織が発表したデ

ータも検討した。すべてのデータについて当該評価に含めることが妥当かどうかを検討した。データ

収集プロセス、評価方法と品質保証手順に関する情報を附録Aに記載している。評価のために使用

したデータと方法は、本附属書とその補足資料に記した通りである。本委員会は、2012年9月末まで

に発表されたデータと文献に主として準拠することで正式に合意した。しかし、本附属書をとりまとめる

にあたり、それ以降2013年末までに得られた重要な新しい情報についても、実行可能な限り適宜検

討を行った。本委員会が下した結論のうち定性的記述の信頼性をより確かにすることを狙いとして、

限定的ながら不確かさ/感度解析を適宜実施した。 

5. 本委員会は、この評価を行うにあたって、多くの科学者や機関から多大な援助と協力を得た。

世界18カ国から派遣された科学分野の専門家80人以上で構成するチームが設置され、それを補完

する存在として、国から派遣されてはいないが関連する専門知識を有し、当該作業に重要と思われる

経験を有している数名の個人も参加した。専門家は全員利益相反を申告することを義務づけられた。

本委員会の事務局と役員は、これらの申告書を検討した上で、専門家が従事する調査作業に利益

相反がないことを確認した。当該作業には5つの国際機関も関与した。専門家は、いくつかの専門グ

ループに組織され、調整専門家グループが各グループを監督した。調整専門家グループの長は

W.Weiss（ドイツ）がつとめた。各専門家グループには、リーダー1名、日本からのアドバイザー1名、書

記1名、リード・ライター、執筆協力者、コメンテーターそれぞれ若干名が置かれた（構成については

1 この報告書では、被ばくとは、放射線にさらされる行為、状態またはその程度を表すために一般的な意味で使用さ
れており、物理的な量を意味するものではない。 
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本附属書の本文末尾にある謝辞を参照）。日本政府は、米倉義晴氏をこの調査作業の科学面にお

ける日本のとりまとめ役（フォーカルポイント）に指名した。専門家は、データおよび情報の収集と検討、

データの質が目的に適合しているかどうかを確認する方法とプロセスの確立、発表された文献の評価、

資料の原案作成、詳細な線量 2の評価・検証、健康影響の評価、そしてヒト以外の生物相への影響の

評価などを行った。専門家の多くは、自国の研究機関に所属する追加支援スタッフから検討作業に

関するサポートを得た。日本政府から派遣された専門家がウィーンの事務局を支援した。 

6. 事務局は技術的作業に関する支援を行った。具体的には、研究者を集めた全専門家会議を3
回ウィーンで招集、2週ごとのオンライン会議を通しての専門家グループリーダー間の協力と共同作

業の促進、専門家間でデータおよび情報を共有・管理するためのオンライン・プラットホームの構築、

各国政府やその他国際機関との連絡調整などに努めた。調査のほとんどは、電子的なコミュニケーシ

ョン手段とツールを使用して実施された。専門家の多くは、国際規模のワークショップ、会議、会合に

個人として参加した。これらの会合の多くは日本で開催された。事務局は、情報のとりまとめに関与し

た人々と直接意見を交わすことによって情報を明確化することを目的として、本委員会主導の技術的

検討のための訪日を一度開催した。ドイツ、スウェーデンおよびスイスの各政府は、これらの目的に対

する本委員会の活動を支援するために、一般信託基金への寄付を行った。 

7. 調整専門家グループは、一連の作業を計画・調整し、2012年5月の国連科学委員会第59回会

合と2013年5月の第60回会合に報告書原案を提出した。C-M. Larsson議長（オーストラリア）の下、本

委員会は報告書原案を精査し、方法論、データの質、および評価の中間結果について議論した。調

整専門家グループは、本委員会の指示にしたがい、作業の調整を行った。本委員会の代表団は、報

告書原案についてのコメントを第59回の後に1回、第60回会合の後に2回提出し、その後、報告書案

について最終的に承認した。本委員会の事務局と専門家グループはまた、追加データを得るため、

日本のアドバイザーに幅広くかつ頻繁に連絡を取り、結果の解釈や評価について意見交換した。こ

のことはプロジェクトを実施するにあたって不可欠であり、彼らのすべての貢献に対しここに感謝の意

を表するものである。 

8. この科学的附属書の狙いは、原子力事故がもたらした放射線被ばくのレベル、それに関連した

人々に対する健康影響とリスク、ヒト以外の生物相に対する影響に関する知見を提供することで、主

に2011年と2012年に得た情報を評価することにある。本附属書は、線量の推定値を提示するとともに、

本委員会が収集したデータおよび情報を使用し、事故を含むすべての発生源に由来する放射線の

健康と環境への影響について本委員会がこれまで行ってきた科学的評価に照らして、日本国内に加

え、度合いは低くなるが近隣諸国でのさまざまな集団の健康との関連を含めて議論するものである。

本附属書は、将来実施される可能性のある追跡調査や研究のために、どのような知識が不足してい

るかを挙げている。本附属書は、人権3、公衆の健康防護、環境保護、放射線防護、緊急時に係る準

備と対応、事故の管理、原子力安全およびこれらに関連する事項についての教訓を見いだしたり政

策問題を検討するものではない。また、本附属書は、地方自治体や日本政府、その他国家機関や国

際機関に対する助言を意図するものではない。 

9. この科学的附属書は8つの章からなる本文と6つの専門的附録で構成されている。また、28編の

補足資料が電子ファイルとして添付されている。第I章では、評価の目的、背景、範囲、評価方法を紹

介し、附録Aにおいては、本委員会が評価のために使用したデータの編集方法と質の保証に対する

アプローチについて解説している。 

2
 線量とは、放射線が対象物に与えたエネルギーの尺度であり、基本的な線量測定量、すなわちグレイ（Gy：1Gyの
エネルギー吸収は 1キログラムあたり 1ジュールに相当）という単位で表される（通常は臓器に於ける）吸収線量の

ことであり、本委員会は、吸収線量と健康影響リスクとの科学的関係を表すために、この数量単位を使用する。し

かしながら、本委員会は同時に、放射線防護目的に限って考案された量であり、放射線被ばくによる潜在的な生物
学的影響を表すために最も一般的に使用されている指標の量、すなわちシーベルト（Sv）という単位で表される実

効線量も使用する。この量は、与えられたエネルギー量が同じであっても、放射線によりその生物学的影響が異な

ること、そして組織の反応もそれぞれ異なることを考慮に入れたものである。自然放射線源に由来する日本の住民

一人当たりの年間平均バックグラウンド線量は約 2.1mSv であることを今後の比較の参考として挙げておく。寿命を

80 歳とすると、これは一人あたり平均で約 170mSv の線量に相当する。 
3
 本委員会は、「達成可能な最も高い身体的および精神的健康の水準を享受することに対する万人の権利に関する特
別報告者報告」（Anand Grover、総会公認記録、人権理事会、第 23回会合）（A/HRC/23/41/Add.3）を参考にした。 
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10. 第II章は、福島第一原発での事故の進展、放射性物質が大気と海洋へいつどのように放出され

たか、電離放射線の被ばくから作業者と住民を防護するめにどのような措置が講じられたかなど、事

故の経時的推移をまとめている。 

11. 第III章は、大気と太平洋への放射性核種の放出について、また地表大気、地表、海水および

堆積物における放射性核種濃度の時間変化を、現地レベル、地域レベル、世界レベルでどのように

推定したかを解説している。附録Bと3編の電子ファイル補足資料に、第III章に関連した技術的基礎

とさらに詳細な解説を提示している。 

12. 第IV章では、事故後1年間に公衆が受けた被ばく線量に関して、20歳の成人、10歳の小児、1
歳の幼児を対象に本委員会が行った評価について報告している。なお、事故後10年間と年齢の異な

る各人が80歳までに被ばくする線量についての予測も提示した。評価はできるかぎり測定データに基

づいて行った。モデルは、現実的な想定の下において、実測値に基づいて状況を客観的に評価する

ために使用した。最初の1年間に講じられた防護措置に検討を加え、それによって回避された線量を

推定した。第IV章に関連した技術的基礎とより多くの詳細な情報を附録Cと21編の電子ファイル補足

資料に提示している。 

13. 第V章では、2011年3月11日から2012年10月31日までの期間に緊急時対応と除染作業に従事

した作業者の線量に関して本委員会が実施した評価について説明している。作業者の時間別、被ば

く経路別線量分布に関する各種報告を検討・要約し、それぞれの信頼性について評価した。附録Dと

1編の電子ファイル補足資料に第V章に関連した技術的基礎とより多くの詳細な情報を提示している。  

14. 第VI章は、福島第一原発から放出された放射性核種による被ばくが健康にとってどのような意

味合いを持つか考察している。他の健康リスク評価に関する検討内容が含まれており、現在および将

来の健康調査についても考察の対象とした。第VI章に関連した技術的基礎とより多くの詳細な情報

を附録Eに示している。 

15. 第VII章は、陸域および水域（淡水および海洋）の生態系に生息するヒト以外の生物相の線量と

影響について本委員会が実施した評価結果を記載している。附録Fと3編の電子ファイル補足資料に

おいて第VII章に関連した技術的基礎とより多くの詳細な情報を提示している。 

16. 第VIII章では要約と結論を述べている。本委員会では、将来再び本課題を取上げ、より明確な

情報を基に放射線被ばくのレベルとそれに関連する影響とリスクについて報告することを想定してい

る。この点に関し、第VIII章では、人々の健康と環境にとって福島第一原発事故がどのような意味合

いを持つのかをさらに深く理解するために、現時点でどのような研究を行う必要があるかについても

簡単に言及している。 

17. 本報告書で使用されている専門用語のいくつかについて、用語集を提供した。全体を通じ、推

定された数値は有効数字を2桁までとしている（ただし、電子ファイルの補足資料ではそれよりも多い

桁の記載がある）。これは数値間での比較を容易にするものであるが、数値自体が通常かなりの不確

かさを伴っており、その桁数に応じた精度があると推断すべきでない。 

II. 事故の経時的推移 

A. 事故の進展 

18. 東京電力（東電）の福島第一原子力発電所（福島第一原発）は日本の東北地方福島県にあっ

て、東京から北東約230kmに位置している。福島第一原発の東側は、太平洋に面している（図I）。所
内には6基の原子炉があり、それらを合わせた発電容量は4.7ギガワットであった。 
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図I. 福島第一原子力発電所レイアウト（自動モニタリングポストの位置を含む）[T12] 

 
 

 

19. 2011年3月11日、14時46分（日本標準時、以下同様）に、マグニチュート9.0の地震が日本海溝

に沿って発生した。その地震と続いて生じた津波により福島第一原発において過酷な原子力事故が

生じた。2011年4月12日、日本の原子力安全・保安院（NISA） 4は、国際原子力事象評価尺度（INES）
でレベル7の事故（「深刻な事故」）を宣言した。地震と津波に続いて起こった事象の時系列を表1に
示している。 

表１．地震と津波後に発生した事象の時系列 
 時刻はすべて日本標準時である。 

年月日 原子炉 環境 公衆 作業者 

2011-03-11 

  

  

  

14:46, 地震 

東電の福島第一原発に

おいて 1、2、3 号機スク

ラム a 

      

外部電源の喪失       

4 2012年 9 月、原子力安全・保安院と原子力安全委員会は統合し、原子力規制委員会（NRA）となった。 
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年月日 原子炉 環境 公衆 作業者 

  15:35, 大津波  

15:37, 全電源喪失（3 号

機の直流電源を除く） 
      

16:40, 文科省 bが

SPEEDIcを起動さ

せ、大気中の濃度

と、単位放出あたり

の放射性物質沈着

密度について日次

予測を開始した。 

  20：00 頃、1 号機の炉心

と圧力容器の損傷が始

まった可能性がある。 

  20：50、2km 圏内に

対し避難指示。 
21：23、3km 圏内に

対し避難指示。 

21：23（3km から

10km 圏内に対し屋

内退避指示。 

  

2011-03-12 

  

  

02:45, 1 号機の原子炉

圧力容器が破損した可

能性が高い。 

福島第一原発正門近く

における周辺線量当

量率 5： 
04:00, 約 0.1µSv/h 
04:50, 1µSv/h 
10:30, 390µSv/h 
福島県と原子力機構 d

の緊急時モニタリング

チームが、半径 20km
内で周辺線量率とヨウ

素を含む大気中の粉じ

んの測定を開始した。 

 

05:44, 10km 圏内の

避難 

 

15:36、水素爆発により 1
号機の原子炉建屋が損

傷。 

 

一部の作業者は、1
号機と 3 号機の爆

発後数日間中央制

御室に留まった。防

護具（たとえば顔面

マスク）がなかった

ため、彼らは放射性

物質（主に放射性ヨ

ウ素）を吸入したと

想定される。 

18：25, 20km 圏内に

対し避難指示。 
避難所において GM
サーベイメーターに

よる住民のスクリー

ニングが開始され

た。 
 

  

  

2011-03-13 02：42、3 号機の高圧注

水系停止。 
 
06:30 ごろから 09:10 ま

で、3 号機の原子炉圧

力容器が損傷した可能

性あり。 

  

  

  

  

福島第一原発 で緊

急時作業者に対しヨ

ウ化カリウム錠配布 

2011-03-14 

  

11:01、水素爆発により 3
号機の原子炉建屋が損

傷。 

     緊急時作業者の緊

急時線量限度が

100mSv から

5 （表１，3月 12日の環境欄） 場のモニタリングのための可搬型または固定型のモニタリング設備は、計測実用量

である H*(10)、周辺線量当量率により測定を行った。その単位は、マイクロシーベルト毎時（µSv/h）またはミリシ

ーベルト毎時（mSv/h）である。この報告書では、特に条件を付さない限り「線量率」という用語は「周辺線量当量
率」を指す。 
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年月日 原子炉 環境 公衆 作業者 
12:30、2 号機の炉心隔

離時冷却系が故障。 
18:22 までに、2 号機の

炉心が完全にむき出し

になった徴候。 
21:18 頃までに 2 号機

の原子炉圧力容器が破

損。 
 

250mSv に引き上げ

られる f。 

2011-03-15 

  

06:00 から 06:12 にかけ

て、3 号機から排気され

たガスの逆流から 4 号

機で水素爆発が発生。 
原発サイト境界ではピー

クの線量率 0.6mSv/h。 

     

  

07:38 頃より、2 号機から

大量の放射性物質が放

出。 

09:00、正門近くで約

12mSv/h の最大線量率

が記録される。 

11:00、20km～30km
圏内に対し屋内退

避指示。 
福島第一原発 20km
圏内からの避難が

完了。 
大熊町のオフサイト

センターから避難。 

2011-03-16   食品と飲料水のモニタ

リング開始。 
福島第一原発 20km
圏内からの避難時

における安定ヨウ素

剤の摂取に関する

助言発表。 
避難がすでに完了し

ていたので、安定ヨ

ウ素は摂取されず。 

  

2011-03-17     食品の出荷制限に

関する指示が初め

て出される。 

  

2011-03-18   空気中浮遊じん、土壌

および降下物のモニタ

リングが開始される。 

    

2011-03-19     放射性ヨウ素のレベ

ルが 300Bq/kgを越

えるか、または、放

射性セシウムのレベ

ルが 200Bq/kgを越

えた場合、水道水の

飲用を控えるよう厚

労省 eが勧告した。 

  

2011-03-23   海洋モニタリングが開

始される。 
食品の消費に対す

る制限が開始され

る。東京都水道局

は、住民に対し、幼

児の人工乳調製に

ボトル入り飲料水を

使用するよう呼びか

けた。 
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年月日 原子炉 環境 公衆 作業者 

2011-03-24     東京都による水道

水使用禁止の解

除。 

3 人の作業者が浅

い作業靴を履いて

汚染された水たまり

に足を踏み入れ、

その足が汚染された

ことが確認された。 

2011-03-26     川俣町、飯舘村、い

わき市に居住する

1,080 人の子供を対

象に甲状腺の放射

線測定が実施され

た（3 月 30 日まで継

続）。 

  

2011-03-30     政府が「警戒区

域」とその他の避

難区域の見直しを

決定。 

  

2011-04-01 高濃度の汚染水が太平洋に流出（2011-04-06 ま

で）。 
    

2011-04-04 低濃度の放射性廃液の海洋放出を開始（2011-04-
10 まで）。 

    

2011-04-22     「計画的避難区域」

と「緊急時避難準備

区域」が設定され

る。 

  

2011-05-10 中レべル濃度の汚染水が太平洋に流出（2011-05-
11 まで）。 

    

2011-06-30     「特定避難勧奨地

点」が伊達市で指定

された。 

  

2011-07-19 「事故の収束に向けた道筋」のステップ 1（「放射線量が着実に減少傾向となっていること」など）が

達成された g。 

2011-09-30     「緊急時避難準備

区域」が終了。 
  

2011-12-16 「事故の収束に向けた道筋」のステップ 2（「冷温停止状態、放射性物質の放出が管理下にある」な

ど）が達成された g。 

2012-03-31       約 21,000 人の作業

者について線量評

価（内部被ばく、外

部被ばく両方によ

る）が完了した。 

a東京電力福島第一原子力発電所 
b文部科学省 
c緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム 
d日本原子力研究開発機構 
e厚生労働省 
f実効線量で表される。日本の「緊急時作業に係る線量限度」は、ICRPの「参考レベル」に対応している（第V章セ

クションA参照）。緊急時作業に係る線量限度の引き上げは、新しい作業者については2011年11月1日に、10月31日
前に登録されていた大部分の緊急時作業者については2011年12月16日に無効にされた（脚注g）。 

g 福島第一原発（東電）の事故収束に向けた道筋。ステップ2完了報告書（2011年）、原子力災害対策本部[N6]。これ

がきっかけとなって、緊急時線量限度（脚注f）が無効とされた。 
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20. 地震が発生したとき、福島第一原発の1号機から3号機は通常の運転状態にあった。4号機から

6号機は定期保守・燃料交換が実施されており、4号機は完全に燃料が取り出されていた。地震発生

直後に1号機から3号機では、設計どおり緊急時停止機能、すなわちスクラム 6が作動した。地震の震

動により福島第一原発のサイト内外で送受電施設が損傷し、外部電源が完全に失われた。しかし、非

常用ディーゼル発電機が設計どおりに起動し、予備電源として原子炉冷却系その他の安全系統に

電力を供給した。 

21. 地震によって引き起こされた津波が日本の海岸線を襲った。15時35分には大きな波が福島第

一原発に到達し、最大波高は推定で約15mに達した。これは、海抜6mの防波堤よりもはるかに高く、

主要な建屋が建設されている海抜約10mの高さを越えるものであった。津波は、1号機、2号機、4号
機の非常用ディーゼル発電器、海水冷却ポンプ、電気配線設備、直流電源を損傷または破壊し、空

冷式の非常用ディーゼル発電器から電気の供給を受けた6号機を除き、すべての所内電源が失われ

ることとなった。すなわち、1号機、2号機、4号機はすべての電源を失った。3号機はすべての交流電

源を失い、その後、2011年3月13日未明に直流電源を失った。5号機は、交流電源をすべて失った。

地震によって直接引き起こされた損害の程度はいまだに明らかになっておらず、その十分な定量的

解析は今後の課題である。 

22. 津波による被害は電力供給だけにとどまらず、車両、重機、石油タンクおよび砂礫が破壊あるい

は押し流された。津波によって、概ねすべての建屋、設備、装置および他の施設が破壊された。福島

第一原発のかなりの部分が、津波がもたらした海水に没し、水が退いたあと瓦礫がサイト内に散乱し、

移動の障害となった。その上、作業者が断続的で大きな余震や相次ぐ津波に気を取られることによっ

て、復旧作業は中断された。電力が失われたことで、中央制御室においてはモニタリング装置と制御

機能が活動を停止した。照明と通信も影響を受けた。原発サイトの運転スタッフは、有効なツールもマ

ニュアルも無いなか、即座の決断と事故への対応を迫られることとなった。 

23. 原子炉の冷却や講じた措置の効果についての確認作業は電力に大きく依存していたが、その

電力が手に入らなかった。制御室に立ち入るのは困難で、原発サイト内に散乱する瓦礫も代替電源

の確保や冷却手段の実施（たとえば、消防車を使った水の注入）の妨げとなった。 

24. 炉心内の放射性物質が発生させる熱を除去するための冷却が行えなかったとすれば、1号機の

炉心損傷は3月11日に始まっていた可能性がある。2号機と3号機では、冷却水を原子炉に供給する

のに注入ポンプ（原子炉で発生する蒸気によって駆動）が使用されたが、これらのポンプは最終的に

作動しなくなり、冷却水注入復旧のために消防車が投入されるまでは、原子炉に対する冷却手段が

すべて失われた。十分な冷却が得られず、原子炉容器内部の圧力は高まった。2号機と3号機につい

ては、逃し安全弁を開いて排気することによりある程度圧力は軽減された。さらに、過熱した燃料集合

体と直接接触した水または蒸気が、燃料被覆管のジルコニウムと反応し、水素ガスを発生させた。さら

にこの水素は原子炉建屋（第二の封じ込め容器）の上部に蓄積し発火したため、3月12日と14日にそ

れぞれ1号機と3号機の原子炉建屋で爆発が起きた。3号機で発生した水素は4号機の原子炉建屋に

移動したと考えられる。その結果、4号機でも3月15日に爆発が起き、損傷が発生した。炉心溶融を含

む過酷な損傷が3基の原子炉（1号機、2号機、3号機）の炉心で発生した。3基の原子炉すべてで、溶

融した燃料が原子炉圧力容器の底に落ち、さらにこれを貫通し、圧力容器の下で溶融燃料-コンクリ

ート相互作用を生じさせた。これがさらに格納容器内の圧力を高めた[T17]。2013年12月現在、燃料

は注入された水によって覆われているが、格納容器の健全性によっては、その注入水が周辺地域に

対する放射性核種の放出源となっている可能性がある。 

25. 過熱による燃料集合体の溶融を含めた炉心損傷は、原子炉容器内への揮発性核分裂生成物

の放出をもたらした。原子炉容器内の圧力を低減する作業により、あるいはおそらく原子炉容器から

の漏えいにより、格納容器、原子炉建屋、そして外部環境へ揮発性放射性核種が放出された。これら

の揮発性放射性核種はガス状（たとえば希ガスやガス状のヨウ素）だけでなく、一部はエアロゾルの形

態でも放出された。ただし、エアロゾルのかなりの部分は原子炉格納容器とタービン建屋内の水によ

って捕捉された。損傷を受けた3基の原子炉心内にあった揮発性の比較的高い元素（すなわち水素/

6 スクラムとは、原子炉運転員が、通常制御棒を自動的または手動で迅速に挿入することで、原子炉を緊急停止させ
る安全機能である。「原子炉トリップ」とも呼ばれる。 
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トリチウム、ヨウ素、セシウム）のインベントリの数十パーセントが、おもにタービンおよび原子炉建屋の

地階にある滞留水、さらに周辺区域の滞留水において検出された[N15]。揮発性の低い元素（たとえ

ばストロンチウム、バリウム、ランタン）も検出されたが、それぞれのインベントリを反映して、揮発性の

高い元素の約1%から10%の間のレベルであった。地下における液状放出のプロセスについては、い

まだ不確かな部分があり、今後のさらなる解析により明らかにされなければならない。 

26. 原子炉内の過熱した燃料と同じく、地震と津波の前に原子炉から取り外され使用済燃料プール

に貯蔵されていた燃料集合体の冷却についても懸念があった。4号機に関しては3月11日は定期検

査期間中であり、燃料集合体がすべて4号機原子炉から取り出され使用済燃料プールに入れられて

いた。電力の喪失で、これらの貯蔵プールに水を補充して温度を維持する能力も失われた。懸念の

大きな部分を占めたのが4号機の貯蔵プールであった。というのも、貯蔵プールがある4号機建屋は3
月15日の爆発で深刻な損傷を被り、また、その貯蔵プールには燃料を取り出した原子炉の炉心全体

と過去の作業で取り出された使用済燃料が置かれていたからである。しかし、大量の水が早い段階か

ら4号機の使用済燃料プールに供給されていたため、日本の当局関係者は、プールの水位が十分に

高かったと考え、そこに貯蔵されていた燃料集合体が深刻な損傷を受けたとは考えていない[N7]。 

27. 2011年12月16日現在、日本政府は、福島第一原発において冷温停止状態 7と同等の状態が達

成されたと発表している[I5]。 

28. チェルノブイリとスリーマイルアイランド原子力発電所の事故の経験から、今後数年の間、事故

の進展の寄与要因に関する詳細な情報が得られることは明らかである。特に、炉心溶融に続いて地

下で起きたと考えられる液状放出とその拡散を定量化することが重要である。 

B. 環境への放出 

29. 地震と津波の結果、福島第一原発（MP 1から8、図I）の境界周辺に設置された定置型自動放射

線モニタリングポストは使用不能となり、3月29日に3本の可搬型自動モニタリングポストが設置され4
月初めに定置型モニタリングポストが復旧するまでは、可搬型モニタリング装置でしか測定を行うこと

ができなかった。福島第一原発周辺のいくつかの場所で測定された線量率は3月12日から3月20日
以降までの期間に極めて大きく増加しており、放射性物質の環境への大量放出があったことを示して

いる[T9]（図II参照）。10Sv/hを超える線量率が一部の場所で短期間測定された[N6]。放出の性格、

時間とともに放出がどのように変動したか、環境に放出された物質が結果としてどのように拡散したか

については、第III章と附録Bでさらに詳しく検討している。 

30. 2011年4月2日、高レべル濃度の放射能汚染水が2号機外側のトレンチにたまっており、さらにそ

れがトレンチから海へ流出しているのを作業者が発見した。汚染水の流出は4月6日に止まった。それ

以外にも放射性物質の海洋への小規模な放出が何度かあった。トレンチの高濃度汚染水を受け入

れる容量を確保するために、タンクに保存されていた低濃度の放射能汚染水を投棄したこともその１

つである。これらの放出と海洋環境での拡散に関するより詳細な検討を第III章と附録Bで行っている。  

7 東電と原子力災害対策本部による定義で、1 号機から 3号機の冷却水温度が 100℃未満、原子炉容器の内側の圧力

が外側の気圧と同じ、かつ新たな追加の放出があっても、サイト境界での年間実効線量が 1mSvを超えない状態をい
う。  
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図II. 福島第一原子力発電所サイトにおける線量率 

海側から西方向に内陸を見た図。1号機（最も右）および3号機と4号機（中央左と左端）の建屋は爆発で破壊された。2号機建

屋（中央右）は無傷。2011年3月20日15:00～18:00、3月22日11:00～14:00および3月23日11:30～12:30（すべて日本標準時）

に実施された調査で周辺線量当量（mSv/h）が測定された 
（写真提供：株式会社エアフォートサービス、妙高市） 

 

C. 公衆の被ばくに関連して講じられた措置 

31. 日本政府当局は、即座の避難と後発の（「計画的」）避難、自宅での屋内退避、汚染された食品

（ミルク、野菜、穀物、肉、魚、その他）および水の流通・消費に対する制限、安定ヨウ素剤の投与指

示8など、公衆を防護するためのいくつかの措置を決定した。これらの措置は、人々と場所に関する放

射能汚染の実態調査をもとに実施された（表1参照）。 

32. 2011年3月11日20時50分、福島県知事は、福島第一原発から2km圏内の地区（双葉町 大熊町）

から避難するようにという指示を出した。その後まもなく（21時23分）、原子力災害対策本部（NERHQ）

の本部長が、福島第一原発から3km圏内の住民らの避難と10km圏内の住民らの屋内退避を指示し

た。翌朝5時44分に、10km圏内のすべての住民らに避難指示が出された。同日（3月12日）18時25分、

避難半径は20km（約600km2の区域）に拡大された。3月15日の6時頃から6時12分にかけて発生した

水素爆発後、福島第一原発周囲20km～30km圏内の住民すべてに対し屋内退避の指示が出された。

さらに、3月16日、福島第一原発から20km圏内にまだ残っているすべての人に対し安定ヨウ素剤を服

用するよう指示が出された。この指示については、（避難指示にただちに従わなかった人の数は定か

でないものの）この区域からの避難が既に完了していると考えられたため実行されなかった。地震時、

約78,000人の住民が避難区域となった 20km圏内に居住し、約 62,000人が福島第一原発の周囲

20km～30km圏内に居住していた[N8]。 

33. 日本政府と都道府県による食品と飲料水のモニタリングが2011年3月16日に開始された。厚生

労働省（厚労省）が行った2011年3月17日の勧告にしたがい、暫定規制値を上回る放射性物質を含

有する特定の食品（ミルク、野菜、穀物、肉、魚、その他）の流通が2011年3月21日に禁止され、同年3
月23日にはその消費が禁止された。 

8
 安定ヨウ素（ヨウ化カリウムまたはヨウ素酸塩。通常は錠剤の剤形をしている）を適切な用量で、かつ適切な期間

内に服用すれば、原子力事故から放出される放射性ヨウ素の甲状腺への取り込みを防止するのに役立つ（「甲状腺
ブロッキング」）。 
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34. 3月25日、日本政府は3月15日から屋内退避していた、原発サイトから半径20kmから30km圏内

に住む住民に対し、自主避難を開始するよう勧告を出し、福島第一原発の今後の状況変化によって

は避難できるよう準備するように指示を出した。この指示は、9月30日に打ち切られている[N8]。さらに、

環境モニタリングにより、避難区域20km圏の外でさえ放射性物質が高水準で沈着した区域があること

が判明した。 IAEAのチームが2011年3月18日から26日の間に福島第一原発の北方向から北西方向

にかけて32kmから58kmまでの地点において土壌試料を収集し、その試料から131I と137Csの沈着密

度が推定された。131Iの沈着密度の平均値は、0.2から25MBq/m2、137Csは0.02～3.7MBq/m2であり、

最高値は飯舘村近くで測定された。これらの測定値に基づいて、IAEAは日本政府に対し、その地域

の状況を注意深く評価するよう助言した[I3]。4月22日、20km以遠にあって年間の実効線量が20mSv
を上回る可能性のある特定の区域が「計画的避難区域」に指定された[N8]。その後、これらの区域の

ほとんどの住民は4月から6月の間に避難した。図IIIは、2011年8月3日時点における、これらの区域

全体の様子を表している[N7]。 

35. 2011年6月16日、政府は、福島第一原発から20km以上離れた計画的避難区域外の特定の区

域を「特定避難勧奨地点」に指定する意向を発表した。これらは、地表に沈着した放射性物質により

推定実効線量が事故から最初の1年間で20mSvを上回る可能性のある区域が対象となっている。こ

れらの地点を規定する線引きは、文部科学省（文科省）が実施する環境モニタリングに基づいて行わ

れた。地方自治体は、特定避難勧奨地点の指定によって影響を受ける可能性のある住民に対し、移

転することを選択した場合、残ることを選択した場合のそれぞれについての情報、将来における放射

線被ばくを軽減する方法についての情報を提供した。「特定避難勧奨地点」の指定が2011年6月30
日に伊達市に対して、南相馬市については7月21日と8月3日に、川内村については8月3日に発表さ

れた。11月25日、伊達市と南相馬市のいくつかの地点が特定避難勧奨地点に追加指定されている

[N7]。 

36. 2011年3月12日、福島県に設置された原子力災害現地対策本部のスタッフは、避難した人々を

含む住民を対象にGMサーベイメーターを使って、皮膚と衣類の汚染に関する調査を開始した。拭き

取りによる除染が必要かどうかについてのスクリーニング基準値は、ベータ/ガンマ線汚染について

40Bq/cm2（13,000cpmに対応）であり、体表面の除染についての基準値は100,000cpmである。3月12
日から5月31日までに受検した195,354人のうちの大半の人々については、除染の必要がなかった

[N8]。3月26日から30日にかけて、原子力災害現地対策本部のスタッフは、川俣町、飯舘村といわき

市に居住する0歳から15歳の子供1,080人を対象に、可搬型のヨウ化ナトリウム（NaI）モニターを使用

して甲状腺の放射線被ばく実態調査を実施した。受検者のなかで、1歳児における131Iの内部被ばく

による甲状腺吸収線量100mGyに相当するスクリーニングレベルを上回るケースは見られなかった

[N8]。 
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図 III．公衆防護措置の対象区域（2011 年 8 月 3 日時点）[N7] 

時刻はすべて日本標準時 

 

D. 職業被ばくに関連して講じられた措置 

37. 2011年3月14日、今回の事故固有の状況に対処するため、緊急時作業に従事する日本の職業

被ばく作業者（「放射線作業者」 9）を対象とする「緊急時被ばく線量限度」について、特例に関する省

令に基づき実効線量がこれまでの100mSvから250mSvに引き上げられた[I9, N6]。2011年11月1日、

新規作業者に対するこの「緊急時被ばく線量限度」は100mSvに下げられた。 

38. 当初、個人線量計とその他必要とされる機器類が発電所内に不足していた。最初の数週間、放

射線の外部被ばくと内部被ばく10を防止するための措置が相次いで実施された。3月13日には、緊急

時作業に携わる福島第一原発作業者のうち40歳未満の人と希望者へのヨウ化カリウム錠の配布が開

9
 日本において「放射線作業者」という語は、管理された区域の放射線作業、原子炉の据え付け、運転、利用または

保守、あるいは核燃料物質または核燃料によって汚染された物質の輸送、貯蔵、処分または撤去などに従事する

人々を意味する。 
10

 外部被ばくと内部被ばくは、それぞれ体の外側と内側の線源からの被ばくである。 
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始された。その後、さまざまな区域間に物理的な障壁が設置され、特定区域での労働時間に制限が

加わり、調整センターが設置された。作業者には、密着型のフルフェースマスク（放射性粒子やガス

の吸入を最小限に抑えるためのもの）とオーバーオール防護服、手袋、安全靴、綿の帽子とヘルメッ

ト（体表面の汚染を最小限に抑えるためのもの）が支給された。 

III. 放射性核種放出、拡散および沈着 

39. 上記第II章にまとめた福島第一原発事故の進展で生じた事象により、環境中へ放射性物質が

放出された。大気および海洋環境への放出量と経時的放出パターンに関する推定については附録B
にその詳細を記述し、本章ではそれを要約している。これらの推定は、以下に述べる2つの事柄を目

的として行った。 

(a) 環境に放出された放射性物質の量を示すため。 

(b) 環境中でデータが存在しない、あるいはもはや測定が行なえない地点における放射

性核種の拡散と沈着を、モデル（たとえば大気中および海洋中での拡散モデル）と組み

合わせて推定するため。  

40. 環境中に放出された放射性物質の空間的・時間的分布（たとえば、大気中の放射性核種濃度、

地表面における放射性核種の沈着密度、海水と海底堆積物中における放射性核種の濃度）を知るこ

とは、公衆の放射線被ばくに関する推定（第IV章参照）および環境中での被ばくと影響の評価（第

VII章参照）を実施するための必要条件である。環境中の放射線レベルまたは放射性物質に関する

測定値は、一般に、線量を推定するための信頼できる基礎データとなる。発表されている測定値と発

表元を附録Aにまとめている。一方、測定値が入手できない場合、本委員会では推定値を拠り所にし

た。この章では線量評価を目的とした推定値の特性を記述している。 

A. 放射性核種の放出 

1. 大気中への放出 

41. 福島第一原発からの放射性物質の放出は長期にわたった。放出パターンは時間的にも空間的

にも複雑なものであった。3月12日から大量の放出が始まり、放出率はそれから1週間にわたって大き

く変動し、それぞれの原子炉における個々の事象（たとえば、水素爆発、ベント、原子炉とその封じ込

めシステムからの漏えいなど）に関連して著しい増加が見られた。最初の１週間が過ぎると、より限ら

れた期間に若干の変動が見られたものの、放出率は徐々に低下した。4月初めの時点で放出率は事

故後の最初の週に発生した放出率の1000分の1以下に低下したが、これらの非常に低い放出率は何

週間にもわたって持続した。放出はさまざまな場所で発生し、高さや特性もそれぞれ異なるものであ

った。これらのすべては放出後の大気拡散と大気からの沈着に影響を及ぼした。 

42. 福島第一原発からの放射性核種の放出の規模、時間プロファイル、特性（一般に「ソースターム」

と呼ばれる）については数多くの推定値が発表されている。一般的に、時間の経過とともに詳細な情

報が得られるにつれ、推定値の質は向上した。その推定値を導き出すために、次の2つの異なったア

プローチが採用されている。 

(a) 福島第一原発事故の進展に関する詳細なシミュレーション; 

(b) 環境中における放射線レベルまたは放射性核種の濃度の測定値を使った「インバー

ス」法または「リバース」法のモデル計算。  
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どちらのアプローチにも限界があり、多くの不確かさを伴っている。  

43. 発表されている「総」放出量の推定値はおおむね合致するものであったが、それらが本質的に

不確かさを含むという点に注意が必要であり、厳密にはその多くが直接的な比較のできないものでも

あった。すなわち、総放出量を推定した推定値もあれば、限られた期間内の放出を対象としたもの、

あるいは放出の内で日本の陸域に対し部分的または完全に拡散した部分だけを対象としたものも含

まれていた。131Iの「総」放出量の推定値は、約100PBqから約500PBq 11の範囲にあり、137Csは総じて6-
20PBq 12の範囲にあった。（ただし、より限られた情報に基づく一部の推定値では、拡がりを最大

40PBqまでとするものもあった）。これらの範囲は、事故時に稼働中だった3基の原子炉（1号機から3
号機）における131Iの総インベントリのおよそ2-8%、137Csについては総インベントリのおよそ1-3%を含

むものである。ちなみに、福島第一原発から放出されたこれらの放射性核種、すなわち131Iと137Csの
推定放出量（発表された推定値の平均に基づく）は、それぞれチェルノブイリ事故における推定放出

量のおよそ10%と20%であった。附録Bに詳細を記す。 

44. 放出された物質、特に131Iと137Csの放出率の時間的パターンについての推定値も数多く発表さ

れている。放射性物質の放出総量については、発表された多くの推定値が概ね一致するにもかかわ

らず、放出率の時間的パターンや、それらが原発サイト内で発生した事象と関連する度合いには大き

な違いがあった。 

45. 本委員会は、発表されたソースターム推定値を、放出率の時間的パターンを含め、数多くかつ

注意深く評価した。測定値がまだ存在しない陸上環境での放射性物質のレベルを推定するための合

理的な基礎データを確保する必要があり、そのために本委員会は1つのソースタームを特定しなけれ

ばならなかった。これらのレベルは、後に公衆の線量を推定する際に重要な参考データとなるもので

あった（下記の第IV章参照）。この意味合いにおいて、インバース法またはリバース法のモデル計算

に基づく推定値のほうが、事故進展のシミュレーションに基づくものより明らかに望ましいものであった。

何故ならば前者の方は環境中の放射性物質の測定値から導き出されたものであり、モデルがそれに

合うようにすでに最適化されているためである。多くのオプションを検討した上で、本委員会はインバ

ース法またはリバース法のモデル計算に基づいて導き出されたソースタームの中からTerada et al.が
推定したソースターム[T19]を使用することを選択した 13。Terada et al.によって推定された131Iと137Csの
総放出量はそれぞれ、120PBqと8.8PBqであり、いずれも発表された値の範囲の中では下限に近いも

のであった（上記参照）。Terada et al.の推定値は、海上に拡散した放出についての仮定に依り、これ

らの放射性核種の総放出量を恐らく最大で2分の1程度に過小評価している可能性があることが示唆

されている。しかし、上記のように、また附録Bでも詳述しているように、Terada et al.の推定値は、測定

値がまだ存在しない陸域環境での放射性物質の濃度を推定する上で合理的な基礎を提供するもの

であった。 

46. Terada et al.は、時間の関数として、131Iと137Csの放出率を推定した。この2つの放射性核種は、
134Csとならび、公衆被ばくに最も大きく寄与するものであった。ソースタームは、放出に大きく寄与した

可能性のある他の放射性核種も含んでおり、他のヨウ素およびセシウムの放射性同位元素、132Teと
133Xeなどから構成されている。これらの放射性核種の放出率パターンは、基本的に、3基の原子炉の

推定インベントリにおける131Iまたは137Csに対するこれらの放射性核種の相対量と、環境測定におけ

るそれらの相対的レベルを考慮することによって導き出された。他の元素についても数多くの放射性

同位元素が放出され、それらの相対量はそれぞれの揮発性に依存して決まったと考えられる。たとえ

ば、ストロンチウム、バリウム、プルトニウムの揮発性は、ヨウ素およびセシウムの揮発性よりずっと低い。

従って、こうした放射性同位元素の放出は相対的にはるかに低いものであった。このことは、それらの

11 あるサンプル内で放出または測定される放射能は単位時間あたりの放射性壊変の回数を意味し、その単位はベクレ
ル（Bq）である。1ベクレルは、1秒当たり 1 回の崩壊と定義される。1 ギガベクレル（GBq）は、109ベクレルに等

しく、1テラベクレル（TBq）は 1012ベクレル、1ペタベクレル（PBq）は 1015ベクレルにそれぞれ等しい。 
12 134Csの放出量は、137Csの放出量とほぼ同等であった。 
13 Kobayashi et al.[K18]は、後に日本の陸域での放射性物質の測定値に加えて太平洋の放射性物質の測定値も検討して

いるが、本委員会はそれよりもこちらを選択した。本委員会がKobayashi et al.のソースタームを採用していれば、陸

域環境の放射性物質濃度を過大に評価していたと思われる。また、それにより、放射線被ばくの現実的評価を行な
うという本委員会の意図と矛盾する結果になっていた可能性がある。 
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物質の環境におけるレベルの測定値によって確認されている 14。これはチェルノブイリ事故の場合と

大きく異なる点であり、チェルノブイリ事故では、揮発性の低い元素（たとえばストロンチウムやプルト

ニウム）が大量に直接大気中へ放出された。ソースタームに含まれる放射性核種それぞれについて

本委員会が想定した総放出量を表2に示す。これら放射性核種の放出の時間的パターンについては、

附録Bの表B5、図B-Iおよび図B-XVIに示している。 

表2．環境中で測定値が存在していない、あるいは測定がもはや行えない地点における放射性核種

のレベルを推定するために本委員会が想定した大気中への放射性核種の総放出量 

数値はそれぞれ、（時期にかかわらず）大気中へ放出された放射能の合計を表示 

放射性核種 総放出量(PBq) 放射性核種 総放出量 (PBq) 
132Te 29 133Xe 7,300 

131I 120 134Cs 9.0 
132I 29 136Cs 1.8 
133I 9.6 137Cs 8.8 

2. 海洋環境への放出 

47. 放射性物質は、福島第一原発から直接的、間接的に海洋環境に放出された。海への直接放出

については、2号機の外にあるトレンチからの高濃度汚染水の漏えい（2011年4月2日に発見）と貯蔵

タンクからの低濃度汚染水の投棄から生じたことが少なくとも知られている。後者の投棄が実施された

のは、トレンチに残った高濃度汚染水を収容する容量を確保すべく貯蔵タンクを空にするためであっ

た（第II章参照）。その後さらに直接放出が発生した（たとえば、2011年5月と12月）が、総じてこれらは

事故直後の１ヶ月における放出量に比べればわずかなものであった。放射性物質の間接的な海への

放出経路は、以下に示す2種類があった。ひとつは、(a)最も重大な経路であるが、大気中に放出され

海洋上に拡散した物質の海洋表面への沈着であり、もう1つは(b )陸域に広く降下沈着した物質が河

川へ流れこみ、下流に輸送され海洋に流入する経路である。 

48. 2013年末、放射性核種の海洋環境放出が続いていることが報告された[T18]。これは、主として

福島第一原発サイト内の汚染地下水に由来していると思われる。第II章で記したように、主にタービン

建屋と原子炉建屋の地階における滞留水は程度の違いはあれそれぞれの建屋内に封じ込められて

いたが[N15]、これらが地下水への放射性核種の継続的放出の主な要因の1つと考えられる。原子力

規制委員会[N21]が報告したモニタリング結果によれば、放出は2013年においても継続しているが、

放出率は事故直後の大量放出に比べ非常に低いレベルにとどまっている。さらに、そうした放出の低

減を試みるための措置が講じられた（福島第一原発サイトと海洋間に遮断壁を建設するなど）。本委

員会が公衆の被ばく線量を評価する際には、これらの放出が大きな影響を及ぼす可能性は低いと考

えられた。しかし、放出の実態に関するモニタリングと評価を継続することが必要である。 

49. 放射線影響の点でより重要な放射性核種について、海洋に到達した経路別の総量と放出パタ

ーンの時間変化に関するさまざまな推定値が発表されている。海洋への直接放出量は、海水におけ

る放射性核種の測定レベルを基に推定された。発表された推定値を検討した上で本委員会は、海洋

への137Csの総直接放出量が恐らく約3PBqから6PBqの間であり、131Iの総直接放出量はその約3倍に

達した可能性があると考えている。海への直接放出の経時的パターンについては、Kawamura et  al. 
[K3]、Tsumune et al.[T24]、Estournel et al.[E4]が推定しており、最大の放出は3月の最終週と4月の

第1週の間に発生し、直接放出はその後何週間も続いたが、そのレベルははるかに低く、またゆっくり

と低下したと推定されている。 

14 3 つの放射性核種（238Pu、239Pu、240Pu）それぞれの放出量は、約 1GBqと推定された[Z5]。公衆の被ばくに対する
これらの放射性核種の寄与度は取るに足らないものであった。 
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50. 間接的放出量（大気中に放出された放射性核種の海上での沈着が主たる寄与要因）の推定は、

大気中に放出された物質の拡散と海洋上での沈着のモデル計算で行われた。大気中への放出量が

最も多かった期間中（すなわち2011年3月12日から同4月の初めまで）のかなりの部分において、風は

海の方向に吹いていた。Kobayashi et al.[K18]は、131Iと137Csの大気中への総放出量について、それ

ぞれ約50%と60%が海洋上に沈着したと推定している。さまざまな研究者の推定によると、大気からの

沈着によって北太平洋に入った137Csと131Iの総量は、それぞれ約5～8PBqと60～100PBqである。しか

し、福島第一原発サイトから半径80km内に沈着したと推定されるのは、これらの量のごく一部（約5%）

に過ぎない。 

51. 131Iと137Csに加えて、他の放射性核種も直接的、間接的に海洋に放出されている。ストロンチウ

ム、プルトニウムおよびその他の元素の放射性同位元素が、海水中および／または海底堆積物中で

測定された。Povinec et al.[P12]は、90Srの海洋への直接放出量が約0.04から1PBqの範囲であったと

推定している。プルトニウムの放射性同位元素の海水中濃度は、全般的に検出限界未満であった。 

3. 環境放出の概要 

52. 表3は、放射線影響がより重大な放射性核種の福島第一原発からの環境放出量について発表

された推定値をまとめたものである（詳細は附録B参照）。検討対象は、(a)大気と(b)太平洋への放出

（液状での直接放出と大気中に放出された放射性核種の降下物としての間接的放出の両方を含む）

である。基本的に、表に挙げた値は発表された推定値の全範囲を網羅しているが、場合によっては、

信頼性に劣ると本委員会が判断した推定値は除外されており、表の値の範囲はより狭いものとなって

いる。放出に関する推定はすべて、多くの不確かさをともなっている。原子炉3基の停止時における各

放射性核種の総インベントリも参考のために示している。 

表3．福島第一原発から放出された重要な放射性核種の推定環境放出量 

数値の不確かさを考え、値は有効数字1桁として表示 

放射性核種 
1号機から 3号機の  

停止時における    
インベントリ a (PBq) 

大気中への放出 
(PBq) 

海洋への放出 (PBq) 

直接的 間接的 b  

131I 6 000 100～500c 約 10～20e 60～100g 
137Cs 700 6～20d 3～6f 5～8g 

a値は有効数字2桁まで評価した。 
b間接的放出は、最初に大気中に放出され、その後海洋表面に沈着した放射性核種によるもの。 
c本委員会が検討の対象とした推定値の全範囲を包含している（表B2参照）。 
d本委員会が検討の対象とした推定値のうち2つを除く全範囲を包含している（これら2つは約40PBqまでと大きく推

定しているが、限られた情報に基づくため信頼性に劣るものであった）（表B2参照）。 
e 131Iの直接放出が137Csの直接放出の約3倍であったとする極めて限られた情報に基づくもの（表B6参照）。 
f推定範囲は、より信頼性の高い3次元モデル計算から得られたもの。他の推定値はそれより大きく、最大約30PBqに
及ぶものもあったが、信頼性に欠ける（表B6参照）。 
g本委員会が検討した（わずかの）推定値の全範囲を包含している（表B6参照）。 

53. 大気と海洋の両方への放出量に関する推定については、事故の進展についてより多くの情報

が得られ、環境中の測定値がより広く使用できるようになり、評価方法が進歩するにつれ、今後その

質が向上すると期待できる。これは現在も研究が進行中の分野である。こうした向上が期待される一

方で、特に放出の経時的パターンに関しては、依然としてかなりの不確かさが残る可能性がある。 
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B. 環境拡散と沈着 

1. 大気と陸域環境 

54. 福島第一原発事故時に大気中に放出された放射性物質の挙動は、その時点における気象条

件と、放出の高さ、気体か粒子かといった物理的特徴に依存して決まる。これらの条件は放出期間に

おいて相当程度変動しており、それによって放射性物質がどの地域に拡散し、大気中でどの程度の

速度で希釈され、沈着するかが決まった。日本の陸域での放射性核種のレベルとパターンをおおむ

ね決定した放出は、3月12日、14日から16日、20日から23日に発生しており、放射性物質の挙動を決

定した気象条件は以下の通りであった。 

(a) 3 月 12 日に最初に放出された物質は太平洋に向かったが、1 号機での水素爆発から生

じた 3 月 12 日午後の放出は、最初に本州の東海岸に沿って北方に広がり、大量の乾性沈

着（粒子状物質の地表への沈着）をもたらし、その後、北北東の方向に向きを変え宮城

県沿岸地域に広がった。  

(b) 3 月 14 日夜遅くから放出された放射性物質は南方向へ移動し、3 月 15 日の朝には福

島県の南東部沿岸地域と茨城県北東部地域に沿って沈着した（図 IV 参照）。これらの放

射性物質はさらに東京都、埼玉県、神奈川県へと拡散し、レベルは低下したものの乾性

沈着をもたらした。3 月 15 日午後までに、拡散した放射性物質は雨に遭遇し、その結果、

群馬県、栃木県、福島県の各地域で高い濃度の湿性沈着（雨や雪とともに放射性物質が

地表に降下する現象）が発生した。更に大量の放出が 3 月 15 日の朝に生じた。この放出

による放射性物質は南に向かい、徐々に北西の方角に進路を変え、福島第一原発の北西

地域において相当量の放射性物質の乾性沈着と湿性沈着を生じさせている。  

(c) 3 月 20 日から 23 日にかけて放出された放射性物質は、日本各地に拡散し、ときに降

雨に遭遇しながら岩手県、宮城県、茨城県、千葉県の各地域で湿性沈着を生じさせた。 

55. 放出が長期にわたると同時にその程度も変動し、また遭遇した気象条件も一定ではなかったこ

とから、細かい放出は除くとしても放出それぞれに固有の拡散パターンが生じることとなった（附録B
の図B-VIIIから図B-XIII参照）。 

56. 日本国内の自動観測所から得られた線量率測定値は、事故進展中に報告されているデータの

なかで最も量の多いものであったが、福島県では自動モニタリングポストの多くが作動せず、そのため、

福島県における測定値のほとんどは可搬型線量率モニターを使用して得られたものであった。さらに、

事故後の地表と土壌中における放射性核種の沈着、およびその降下物による線量率についても広

範な調査が実施された。中でも注目に値する調査は、文部科学省（文科省）と農林水産省（農水省）

が実施した地上と航空機による調査と米国エネルギー省が行った航空機による調査であった（附録A
参照）。放出期間中に日本国内で放射性核種の大気中濃度を測定した値は非常に少なく、特に、事

故の初期や津波の被害を受けた地域ではごく限られたものしかない。 

57. 日本における放射性核種の測定値は、おおむね131I、134Cs、137Csを対象とするものであった。
132Te、129mTe、 132I、133Iなど他の放射性核種についても限定的なものではあるが、大気中の濃度測定

値と地表における沈着密度の測定値の両方が収集されている。基本的にはすべて福島県内の、そ

れもごく一部（5%足らず）のサンプリングポイントからではあるが、89Sr、90Sr、238Pu、239+240Puの測定値

も得られている。地表に沈着した238Puと239+240Puのレベルは非常に低く、ほとんどが検出限界以下で

あった。地表に沈着した89Srと90Srのレベルは、137Csのそれより大幅に低いため、これらの放射性核種

は、公衆の被ばく線量に関する本委員会の評価に含めなかった。発表されている測定値については、

附録BとCでもさらに報告している。CTBTOのネットワークは、133Xeを含めさまざまな放射性核種を測

定しているが、その多くは放射線影響の点では無視できる寄与であった。 
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図IV．福島第一原子力発電所（福島第一原発）および都道府県の位置 

 

58. 放出された放射性物質の拡散と沈着のモデル計算は、特に環境中の測定レベルをどれくらい

正確に再現できるかを明らかにすることを目的に、Terada et al.[T19]、WMO[W18]、フランス放射線

防護・原子力安全研究所[I33]など多くのグループにより実施されてきた。これらはすべて、日本の陸

域における137Csの沈着密度の幅広いパターンを再現できている。対象とする地域では、モデル推定

値は総じて測定レベルの10倍または10分の1の範囲にあり（附録B参照）、より良く一致する場合もあ

った。このように限界があるにしても、これらのモデル計算は、測定値が存在しない、あるいはもはや

測定できない環境における放射性核種のレベルを推定する手段としては、唯一の手段である。 

59. WMO作業チームのメンバーは、本委員会が採用したソースタームに基づき、大気中での放射

性物質の拡散をモデル計算することによって、環境中の放射性核種レベルを推定した（上の第III章
セクションA参照）。使用したアプローチとその結果である推定値について、測定レベルとの比較を含

め附録Bにまとめている。本委員会は、環境の測定レベルがどこからも報告されていない場合、モデ

ル計算にもとづく推定値を使って公衆員の被ばく線量を評価した（附録BとC参照）。このようにして推

定された線量は、環境中の測定値から直接推定する値よりも必然的に不確かさが大きい。環境にお

ける放射性核種の推定レベルの確度や不確かさの特徴について見極めるため、異なったソースター

ムと気象および拡散モデルで得られた推定値の比較を行った。 
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2. 海洋環境 

60. 海水と海底堆積物、魚類その他の海洋生物相における131I、134Cs、137Cs その他の放射性核種

濃度について広範囲にわたる測定が行なわれた。東電は3月21日以降毎日、福島第一原発サイトの

南北に位置する排出口近く、海岸に沿った南北の地点、沖合3km、8km、15kmのところからそれぞれ

サンプルを採取し測定した。文科省は沖合30kmの線に沿って測定を行い、これと独立して研究者達

が日本沖合の水域で測定を行った（たとえば[B25, H7]）。 

61. これらの測定結果を附録Bと附録Fにまとめている。3月末に福島第一原発周辺における海水中

の濃度がピークに達し、4月の初めには、さらに沖合で濃度がピークに達したことを測定結果は示して

いる。海水の測定濃度はその後着実に低下し、2011年8月時点では、放射性ヨウ素は検出不可能と

なり、放射性セシウム濃度は原発サイトの放出口でさえ検出限界近傍または検出限界を下回るもので

あった。89Srと90Srなど海水中の他の放射性核種に関する濃度測定回数はより限られていたが、総じ

て同じようなパターンを示した。ただしそれらの濃度は137Csの1-10%未満であった。例外は、放射性セ

シウムを除去した処理水の偶発的漏えい後の2011年12月に測定された89Srと90Srの濃度である。スト

ロンチウムの放射性同位元素の濃度の上昇をみたのは一時的であり、2012年1月までに再び137Csの
濃度以下に下降した。 

62. 福島県沖と北太平洋全域で採取された海水のサンプルから放射性セシウムが低濃度で検出さ

れたことから、放出された放射性物質が80mm/sに近い速度で東のほうに移動したものと考えられる

[A12]。海底堆積物の放射性核種濃度も測定された。これらの測定においてはやはり131I、134Cs、
137Cs に重点が置かれたが、ストロンチウム、プルトニウム、アメリシウムの放射性同位元素の測定も若

干行なわれた。東電による測定では、福島第一原発の港内における海底堆積物中の137Csの濃度は

乾燥重量1kgあたり最大で100,000Bq/kgというものであったが、全体的に測定レベルはそれよりも何

桁も低いものであった。海底堆積物中の濃度も、時間の経過にともなって低下はしたものの、その速

度は海水の測定濃度ほどではなかった。詳細を附録Bに示している。 

63. 複数の研究者がこれらの測定値を使用して、海への直接の総放出量および/またはその後の太

平洋における放射性核種の拡散に関する推定を行っている（たとえば[E4, K3, P3, T13, T24]。これら

のモデルによる推定値は、総じてよく測定データを再現することができている。大気中から降下した放

射性物質は、海洋表面の広いエリアにわたって拡散・沈着した。他方、直接放出された放射性物質

についてのモデル計算では、放出された放射性核種はまず、北からの風を受けて比較的限られたプ

ルームとして約200km海岸に沿って南方に移動し、次に黒潮に乗り海岸から東の方向へ向かい、さら

に拡散、希釈されたことが示唆される（附録Bの図B-XXIおよびB-XXII参照）。モデル計算の結果は、

一般的な傾向として、最も影響を受けた海域では3月26日頃まで大気から沈着した物質による海水中

レベルへの影響が大きかったが、それ以降は海洋への直接放出の寄与率が上回るようになったこと

を示唆している。 

IV. 公衆の被ばく線量評価 

64. この章では、第III章で述べた環境中における放射性物質の分布についての知見が、日本の公

衆の被ばく線量を推定するにあたりどのように使用されたかを述べると同時に推定された線量の要約

を示す。本委員会の狙いは、線量の現実的推定値を示すことであり、そのために日本の住民の異な

るサブセットを代表すると考えられる、範囲を限定した個人グループを対象として線量を推定すること

に重点を置くこととし、20歳の成人、10歳の小児、1歳の幼児について被ばく線量が推定された。線量

に関する主な評価項目は、特定の重要な器官、すなわち、最も重要な臓器として甲状腺、さらには赤

色骨髄および女性の乳房における吸収線量（単位：グレイ、Gy）と実効線量 15（単位：シーベルト、Sv）

15
 推定された実効線量は、評価対象期間中の外部被ばくによる実効線量と、同期間中に経口摂取と吸入を通じた放

射性核種摂取による預託実効線量の合計である。実効線量には、甲状腺の加重された吸収線量の寄与分も含まれる。 
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であった。また、事故後最初の10年間と年齢の異なる各人が80歳に達するまでの期間における実効

線量と甲状腺の吸収線量、集団実効線量を予測した。 

A. 被ばく経路 

65. 放射性物質の大気放出により人々が被ばくする経路は何通りか存在する（図V）。第一に、放出

された物質は、放射性プルームとして大気中を移動した後、人々が居住する地域に到達し、(a)人々

は通過するプルーム中の放射性物質からの外部被ばくを受け、(b)プルームから放射性物質を吸い

込むことによる内部被ばくを受けることになる。放出された物質が大気中を通り過ぎても、住民は地表

に沈着した放射性物質に被ばくし続ける。人々は、この降下物質からの外部被ばくと、飲食物に移行

した放射性物質を摂取することからさらなる内部被ばくを受ける。降下物質が大気中に再度浮遊し、

それを吸入することもあり得るが、福島第一原発から放出された重要な放射性核種（すなわち131I、
134Cs、137Cs）の場合、この被ばく経路の寄与は小さい[I1, J7]。吸入または摂取により体内に取り込ま

れた放射性核種が体内に留まる長さは、放射性核種の物理的半減期と生物学的半減期に応じて異

なる。 
 

図V．放射性物質の環境放出に伴う被ばくの経路 

 

66. 放射性物質の海洋への直接放出または間接放出については、海水中または海底堆積物中の

放射性核種に人々が外部的に被ばくすることもあり得る。しかし、これらの経路を通じて被ばくする線

量が被ばく全体に占める寄与率はあまり大きくないと予測される。放射性物質が海産物に移行し、そ

の海産物を摂取することで人々が内部被ばくを受けることも考えられる。この経路は、本委員会による

内部被ばくの評価において検討の対象となっている。 
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B. 線量評価のデータ 

67. 人々における放射性核種の実測値は、内部被ばくに関する直接の情報源である。そのようなデ

ータセット２つが本委員会に提供された。1つは甲状腺、特に小児の甲状腺における131Iのデータセッ

トであり、もう1つは134Csと137Csについての全身モニタリングから得られたデータセットである。これらの

測定値が示すのは、モニタリング時において被検者の体内に存在する放射性核種からの内部被ばく

のみである。限られた数の人々と場所でしか測定されておらず、福島県の住民あるいはその他の都

道府県住民の内部被ばくを直接推定するには不十分であった。したがって、本委員会は、放射性物

質の環境測定値と、その放射性物質に人々がどのように被ばくしたかを表したモデルとを組み合わせ

ることによって内部被ばくを推定した。 

68. 附録Aは、本委員会が、自ら行なう評価に対する情報源と見なした広範なデータ群を列挙する

と同時に、データの質が評価にとって十分なものであることを確認するプロセスの概要を説明したもの

である。被ばくに最も大きく寄与するのは、131I、134Cs、137Csであり、測定対象としては基本的にこれら

の放射性核種に重点が置かれた。甲状腺の吸収線量を決定する上で中心となるのは、放射性核種
131Iであった。この吸収線量は、事故後比較的短い期間に（主に放射性ヨウ素、特に131I、132I、133Iの吸

入と摂取を通じて）もたらされた。放射性核種137Csと程度は劣るが134Csも、住民の継続的長期被ばく、

特に地表に沈着した放射性物質による被ばくの原因となる。主なデータ源は日本の政府機関から提

供された公式の情報であったが、他の加盟国から提供されたデータ（たとえば日本で米国職員が得

たデータなど）あるいは IAEAのフィールドチームが収集した情報などその他の公表された情報といっ

た、他の情報源からのデータも使用した。本委員会は広範なチェックを通じて、品質の保証につなが

る適切かつ確立された方法で測定が実施されているかどうかを確認した。測定値は、(a)線量評価へ

の直接の入力情報として、あるいは(b )評価の有効性をチェックするために使用した。 

69. 日本で、放射性核種がどの程度地表に沈着したかについて広範な測定が行なわれている。こ

れには、地上での測定および影響を受けた地域上空に飛行機を飛ばし搭載した計器を使用して行う

調査などが含まれる。本委員会は、これらの測定値を、沈着した物質から公衆が被った外部被ばくを

推定するための望ましい基礎として使用した。地表に沈着した放射性核種のレベルについての情報

が得られなかった地域（一般的に事故後数週間における避難区域内のみ）については、本委員会は、

ソースタームに加えて「大気輸送・拡散・沈着モデル」（ATDM）による大気中の放射性物質輸送シミ

ュレーションから導き出した推定値に依拠することとした。ATDMについては、第III章で述べ、附録B
でさらに詳しく説明している。 

70. 評価の目的に照らして放射性核種の大気中濃度を測定したデータが少な過ぎたため、本委員

会はその濃度を推定しなければならなかった。その推定は、ソースタームから、またはATDMを使い

大気中の放射性物質の輸送をシミュレーションすることによって得ることができた。しかしながら、放出

された放射性核種の量と、それらが時間と場所に応じてどのように変動したかについての知識が不完

全であることに加え、放出された物質がその後大気中でどのように拡散するかをシミュレーションする

モデルに不確かさがあったことにより、個々の時間と場所に対するこれらの推定値には大きな不確か

さが含まれている。これらの不確かさを考慮して、本委員会は、地表沈着密度の測定値を用いて

ATDM解析から得られた大気中濃度の推定値を調整する方法を選んだ。 

71. ソースタームとATDM解析によって得られた特定の場所での大気中の放射性核種濃度と地表

に沈着した放射性核種の推定値は不確かであるが、これら2つの推定値の比に関してはそれほどで

もない。特に、この比はソースタームの不確かさにあまり影響されない。これらの比の不確かさに影響

を及ぼす最大の要因は、乾性沈着と湿性沈着について仮定されたパラメータの不確かさであった。

本委員会は、ATDM解析から導き出された場所依存性の比を使用して、地表における放射性核種の

沈着密度測定値から大気中の放射性核種濃度の時間積分値を推測した。本委員会はこのようにして

得た濃度を使って、避難地域を除く日本のすべての地域における大気中の放射性核種による被ばく

を評価した。 

72. 事故の初期段階（数日から2、3週間）に住民が避難した地域の場合、避難時における大気中の

放射性核種濃度と地表に沈着した放射性核種の濃度の測定は限られた回数しか実施されていない。

したがって、本委員会は、ソースタームとATDM解析から推定されたこれらの量を、予防的避難およ
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び計画的避難をした人々の線量を推定するための基礎として、避難期間全体にわたって利用した。

この方法は、地表に沈着しなかった133Xeを含む放射性核種の大気中濃度の推定にも使用された。 

73. 海産物を含む広範囲な食品および飲料水中の放射性核種レベルについては相当量の情報が

発表されている（附録A参照）。放射性核種の濃度が所定の限度を上回る食品の供給に対しては制

限が加えられたが、本委員会は、市場に流通した食品のデータを使用することで、明示的ではないも

ののこの制限を考慮に入れている（附録Cの表C4参照）。本委員会は、これらのデータ（「FAO/IAEA
食品データベース」から得た）を、最初の1年間に飲食物を経由して摂取した放射性核種による被ばく

を評価する際の主要な根拠として使用した。評価を行うに当たり、 (a)福島県、(b) 5つの近隣県を1つ
のグループとしたもの、 (c)その他の都道府県のそれぞれで測定された食品群における放射性核種の

平均濃度をベースとした。事故直後数カ月間のデータは、本委員会がより精緻な空間的分解能を採

用するには不十分であった。さらに、日本では、ほとんどの人々が食品をスーパーマーケットで購入し

ており、食品は全国から供給されている。したがって、広範な地域での平均濃度を使用することは本

委員会の目的に合致すると考えられた。日本ではまた、食品によっては世界の他の地域からの輸入

が大半を占めているものがあり、評価に際してはこの点も考慮に入れた。 

74. 日本政府から飲料水における放射性核種の測定結果が本委員会に提供された。飲料水中の

放射性核種レベルに上昇が見られたのは限られた期間であった。本委員会は、導入されたさまざま

な制限を考慮した上で、これらの測定値に基づいて被ばく線量を推定した。 

75. 本委員会は、飲食物中の放射性物質の濃度に関する情報にもとづいて、事故直後の1年間に

おける飲食物の摂取による被ばく量を推定した。飲食物の摂取による被ばくの将来的レベルを推定

するため、地表における放射性核種の沈着密度の測定値からモデルを使って食品中の放射性核種

の濃度が評価された。本委員会は、さまざまな作物の植え付け時期や収穫時期、収穫量、放射性核

種の個々の食品への移行に関する日本固有のデータなど日本における農業慣行に関する情報を入

手した。次にこれらのデータを使ってFARMLANDモデル[B21]のあるバージョンを修正し、陸圏の食

物連鎖を通じた放射性核種の移動を推定した。また、福島県沖の海域での放射性核種拡散につい

てNakanoとPovinecが実施したモデル計算の結果[N3]を使って、海産物の摂取による1年目以降に起

こりうる被ばくを推定した（附録C参照）。 

76. 第II章で述べたように、日本政府は、公衆を防護するためにいくつかの緊急措置を実施した。

福島第一原発サイトから半径20km圏内の避難地域およびその周辺地域の住民約85,000人が、3月
11日から15日にかけて予防措置として避難し、その結果、大規模な放射性核種の地表沈着が発生し

た時点では、ほとんどの人はそれらの地域には居住していなかった。20km圏以遠のいくつかの地区

の住民約10,000人の「計画的避難」（環境測定に基づく）が3月から6月にかけて実施された。これらの

地区は、福島第一原発サイトから北西の方向に位置し、主要な放出後、放射性核種の相当な沈着が

このエリアで発生している。避難者の総数は118,000人程度であった。これには、30km圏外に暮らす

避難者や原子力緊急事態以外の理由から避難した人々も含まれている。さらに、食品に対する制限

も導入された。指定の濃度以上の放射性物質を含む飲食物は販売を禁じられた。本委員会では、評

価の際にこれらの防護措置を考慮に入れている。 

77. 日本政府は、避難と食品に関する制限以外の防護措置も指示した。具体的には、福島第一原

発サイトから20-30km圏内の人々に対して発令された主要な放出時における自宅での屋内退避勧告

や、安定ヨウ素剤を服用するよう一部の公衆に求めた指示などである。しかしながら、どのように、いつ、

どの地区に対してこれらの措置が実施されたかについての正確な情報は限られている。したがって、

本委員会は公衆の被ばく線量評価において、これらのその他防護措置を考慮に入れることができな

かった。 

78. 福島県の中でも特に影響を受けた地域（たとえば予測年間量が20mSvを上回る避難地域など）

では、大規模な土地改良プログラムが実施され、それらのプログラムにより、影響を受けた地域に居

住する公衆の将来の被ばくが低減される可能性がある。居住地域の除染技術や農業対策、林業対

策の実験的研究と試験が2011年中頃に開始された。実施された土地改良対策の規模と効率に関す

る詳細な情報は、本評価を実施する時点では公表されていなかった。したがって、本委員会は、そう

した修復措置による被ばくレベルの低減の可能性は考慮していない。 
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C. 公衆被ばく評価方法の概要 

79. 日本の公衆の線量を推定するために、本委員会は、地域を４つのグループに区分した（表4）。 

表4. 地域区分の定義と各地域で採用した空間解像度 

グループ 地域 公衆の線量評価における空間解像度 

1 人々が事故後、数日から数か月の単位で

避難した福島県 bの地区 a 
18 の避難シナリオで特定された各地区における典型

的な場所を使用した。 

2 避難が行なわれなかった福島県の行政区

画 c 
外部経路および吸入経路については行政区画レベ

ル（各 1km 格子点での推定値に基づき行政区画レベ

ルでの平均値を算出した） 

経口摂取経路については県レベル 

3 日本東部諸県のうちから選択した県：福島

県に隣接する県（宮城県、栃木県、群馬

県、茨城県）または福島県に近い県（岩手

県と千葉県） 

外部経路および吸入経路については行政区画レベ

ル（各 1km 格子点での推定値に基づき行政区画レベ

ルでの平均値を算出した） 

岩手県における経口摂取による推定被ばく線量はグ

ループ 4 と同じ、他の 5 つの県については、5 つの県

の平均に基づいた。 

4 その他の都道府県すべて 外部経路および吸入経路は県レベル 

摂取経路についてはその他すべての都道府県平均 

a 地区: 本報告書において、この語は避難シナリオを表すために使用されている。福島県の12の行政区画をカバーし

た避難シナリオが18あった。これら12行政区画の一部は、同時に複数の避難シナリオに関係しているため、ある1つ
の行政区画内で避難シナリオに応じて考慮の対象となった特定の区域を代表するものとして「地区」という語を選

択した。 
b 県：日本には、47都道府県がある。日本語では、「prefecture」という語が、行政区画を指す言葉（県）を翻訳する

ために使用されている。図IV、VIおよびVIIは、福島県に近い県、さらに離れた県を示している。 
c 行政区画：日本のそれぞれの都道府県は、行政区画（日本語では市または郡）に分けられている。これは、地方の

行政単位である。基本的に、行政区画は日本の住所表示システムにおいて、関連する地理的なまとまり、あるいは

近くの町や村のまとまりを指すために使用されている。 

80. 同じ被ばくであっても、線量は被ばく時の年齢によって変動する。したがって、本委員会は放出

時における年齢をもとに3つの主要な年齢層を考慮した。すなわち、成人、小児および幼児である。

線量評価の趣旨から、すべての成人の代表として20歳の成人を選び、5歳以上のすべての小児の代

表として10歳の小児を、そして5歳未満のすべての幼児の代表として1歳の幼児を選んだ。胎児また

は乳児に関しては、外部被ばく、内部被ばくいずれの場合においても他の年齢層における被ばくと

類似すると考え、本委員会はその線量を特に区別して推定していない（附録C参照）。たとえば、胎児

および乳児の外部被ばくによる被ばく線量は、それぞれ、成人と1歳の幼児の被ばく線量とほぼ同じ

であったと考えられる。本委員会は、事故後1年間の積算被ばく量を推定することに重点を置いた（通

常これらの被ばく量はそれ以降の年間被ばく線量より高いはずである）。しかし、本委員会は、事故か

ら最初の10年間の累積被ばく量と80歳までの累積被ばく量についても、それらの期間における3つの

年齢層の加齢を考慮に入れて推定している。 

81. 沈着した放射性物質による外部被ばく線量を推定するためのモデルは確立されている（たとえ

ば、本委員会はチェルノブイリ事故での放射線量を評価する際にも同じようなモデルを使用した

[U12]）。これらのモデルは、屋内滞在中の建物の遮へい効果はもとより、放射性壊変、風雨による地

表からの放射性核種の除去、土壌中の放射性核種の移動などの過程を考慮している。本委員会は、

いくつかの異なる種類の建物（したがって、遮蔽の程度における差異）と屋内で過ごす時間量の違い

を考慮に入れた。福島県とグループ3の県では住居の大多数が木造建築であるため、本委員会は木

造家屋に居住する人々の線量推定値を提示した。 

82. 大気中の放射性核種を吸入することによる線量については、標準的かつ国際的に認められた

モデルとデータを使って評価した[I12, I15, I25]。大気中の放射性核種が体内に入った量を推定する
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ために、年齢別の呼吸率を使用し、各放射性核種に対する単位吸入放射能あたりの規格化線量（線

量係数と呼ばれる）を導出し、それを使って被ばく線量を推定した。 

83. 同様に、食料と飲料水に含まれる放射性核種の摂取による線量は、異なる種類の食品ごとの年

齢別摂取率と、放射性核種ごとの単位摂取放射能あたりの線量係数[I25]を使って、食物中の放射性

核種濃度から推定した。日本での最初の1年間における摂取線量を評価するために、本委員会は主

にFAO/IAEA食品データベース（附録A参照）の測定データを使用した。しかし、1年目以降の摂取に

よる線量を推定するには、本委員会はモデルを用いた解析手法を使用しなければならなかった。日

本の厚生労働省（厚労省）は特定の食品に関する一人当たりの消費量調査を実施しており、本委員

会は、そのデータを使用した。最も広範なデータが存在するのは成人の場合であったが、幼児と小児

についてもデータは存在した。 

84. 避難した住民（グループ1）の場合、本委員会は、避難前と避難中の被ばくに加えて避難先にお

いてその年の残りの期間に被ばくした量を推定した。この推定は、住民が避難した地域における大気

中の放射性核種濃度と地表での放射性核種の沈着密度（ソースタームとATDM解析から推定された

値）、およびこの期間における避難者の移動についての情報（福島県内で実施された実態調査から

得られた情報[A5]。この実態調査から18の避難シナリオが特定されており、それらについては附録C
で詳述している）に基づいている。地区から避難した成人住民に関して、自宅に戻り通常の生活に復

帰しと仮定した場合に、2012年3月から2015年3月までの期間に受けたであろう外部被ばくにについ

ても、環境修復が行なわれなかったという前提で実効線量を推定した。これらの推定値は当該コミュ

ニティにおける将来の実効線量の上限値を提供している。 

85. 本委員会は、放射性プルームの通過中と通過後に20km圏内の避難区域に留まった、あるいは

その区域に立ち入った人が存在する可能性を無視することができなかった。本委員会は、避難者の

線量と、避難者が避難しなかった場合に被ばくしたはずの線量を推定した（これは、避難区域にとど

まっていた可能性のある人の線量の推定値として、そして、避難区域に立ち入った可能性のある人の

線量の上限値としても使用することができる）。これら2つの推定値の組み合わせから、本委員会はま

た、避難によって避けることのできた線量を推定した。 

86. 本委員会は、日本の住民の集団実効線量と甲状腺の集団吸収線量についても推定を行った。

これらの推定値は、2010年の国勢調査（附録Aの表A1参照）から得た日本の住民の年齢と社会構成、

そして行政区画別および都道府県別の人口分布に基づいている。また、福島県に居住する住民と日

本の他の都道府県の住民について集団線量を推定した。 

87. 本委員会は日本以外の国の公衆の線量を推定する広範な評価は実施していない。日本以外

の国における線量評価については、WHOの予備的被ばく量評価[W11]の結果等、文献で発表され

た各種推定の検討と、それを補足するものとして国連加盟国が実施した広範な測定値および線量の

評価を基にこれを行った。 

D. 線量評価の結果 

88. 本委員会は日本の公衆における実効線量と特定の臓器の吸収線量について広範な推定を行

った。それについては附録Cでさらに詳細に報告している。 

1. 避難しなかった公衆の1年目の線量 

89. 表5は、日本の避難対象外地域に暮らしていた成人、10歳児および1歳児における事故から1年
間の行政区画平均または県平均の実効線量と甲状腺吸収線量の推定値をまとめたものである。線量

は、3つの主要な被ばく経路（外部被ばく、吸入による内部被ばくおよび経口摂取による内部被ばく）

の合計を表している。 
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表5. 避難しなかった日本の典型的な住民における事故から1年間の行政区画平均または都道府県

平均の実効線量および甲状腺吸収線量の推定値 

線量は、自然放射線源によるバックグラウンド線量への上乗せ分である。表中の値は、グループ2とグループ3の県について

は行政区画平均線量の幅であり、グループ4については、都道府県平均線量の幅を示している。これらの推定値は、さまざま

な場所に居住する人々が被ばくした平均線量を表すことを意図しており、これらの場所における集団内の個々人が被ばくした

線量の範囲を表したものではない。データが不十分である場合には仮定を設けており、そのためこれらの値は平均線量を実

際よりも過大評価している可能性がある（この章のセクションEとF参照）。 

住宅区域 
実効線量（mSv） 甲状腺の吸収線量(mGy) 

成人 10歳児 1歳児 成人 10歳児 1歳児 

グループ 2 a –福島県 1.0～4.3 1.2～5.9 2.0～7.5 7.8～17 15～31 33～52 

グループ 3 の県 b  0.2～1.4 0.2～2.0 0.3～2.5 0.6～5.1 1.3～9.1 2.7～15 

グループ 4c –その他の 
都道府県 0.1～0.3 0.1～0.4 0.2～0.5 0.5～0.9 1.2～1.8 2.6～3.3 

a グループ2－福島県の避難対象外行政区画の住民 
b グループ3－宮城県、群馬県、栃木県、茨城県、千葉県、岩手県の住民 
c グループ4－その他の都道府県の住民 

90. 実効線量について 図VIは、福島県内避難対象外行政区画（グループ2）とグループ3の県に

居住する成人における事故直後1年間の行政区画平均実効線量を示す地図である。甲状腺の吸収

線量（すべての年齢）と10歳の小児と1歳の幼児の実効線量は同じような地理的パターンを示しており、

それぞれの地域における放射性核種の沈着密度を反映している（附録C参照）。 

91. 各被ばく経路の寄与度は、環境中および食品中の放射性核種のレベルと組成を反映し、場所

によって変動する。沈着密度が高い区域では、実効線量に占める降下物質による外部被ばくの割合

が大きくなる。福島県における事故直後の1年間の実効線量に占める食物摂取の寄与度には変動が

見られた。これは、経口摂取による実効線量が、他の経路による実効線量に比べはるかに広い地域

について平均された放射性核種の濃度を反映した値であったからである。日本でも、福島第一原発

サイトからはるかに離れた地域では、ほとんどの都道府県で経口摂取による実効線量が優位を占め

ている。 

92. 福島県内では、20km圏内の避難区域に一部がかかる行政区画（南相馬市）と地表での沈着密

度が高い行政区画（福島市、二本松市、桑折町、大玉村、郡山市、本宮市、伊達市）において、避難

しなかった人としては最大の推定実効線量が得られ、事故直後1年間における成人の行政区画平均

実効線量は2.5～4.3mSvの範囲であった。これらの行政区画では、実効線量に占める沈着放射性核

種に起因する外部線量の寄与率が圧倒的に大きかった。1歳の幼児における事故直後1年目の平均

実効線量は、成人の平均実効線量の2倍以内と推定された。 

93. グループ3に属する県（千葉、群馬、茨城、岩手、宮城、栃木）の各行政区画においては、成人

の行政区画平均実効線量は最初の1年間で0.2～1.4mSvであり、千葉県、群馬県、茨城県、宮城県

および栃木県については食物摂取による寄与が0.2mSv含まれている。岩手県については、食物摂

取による実効線量への寄与はその他の都道府県と同じ0.1mSvであった。その他の都道府県における

事故直後1年間の県平均実効線量は0.1～0.3mSv であり、そのうち経口摂取によるものが0.1mSvで、

総じて経口摂取が支配的な経路であった。 
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図VI．福島県の避難対象外行政区画およびグループ3に含まれる県の一部行政区画に居住する成

人を対象に推定された事故直後1年間の行政区画平均実効線量 

実効線量には、関連するすべての経路と放射性核種からの寄与量が含まれる 

 

94. 図VIIは、その他の都道府県（グループ4）の1歳の幼児における事故直後1年間の県平均実効

線量を表している。その他の都道府県における県平均線量は、福島県の県平均線量より低く、福島

から遠い県ではかなり低く、実効線量の推定値は自然放射線源によるバックグラウンド実効線量の通

常の変動範囲より低かった。 

95. 臓器の吸収線量について 福島県の避難対象外行政区画（グループ2）では、事故直後1年間

の推定甲状腺吸収線量が最も高かったのはいわき市と福島市の居住者であった。1歳の幼児の場合、

事故直後 1年間における甲状腺の行政区画平均吸収線量が最も高かったのはいわき市で、約

50mGyであると推定された（表5参照）。この線量の約3分の1は吸入に、3分の2は経口摂取によるもの

であった。成人における事故直後1年間の甲状腺の推定線量は、1歳の幼児の値の約30%であった。

これらの線量のほとんどは、事故直後数週間における被ばくによるものである。福島県の避難対象外

行政区画の事故直後1年間における赤色骨髄と女性の乳房の平均吸収線量は、すべての年齢層で

6mGy未満と推定された。 
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図VII．1歳児を対象に推定された事故後１年間の都道府県平均実効線量 

実効線量には、関連するすべての経路と放射性核種からの寄与量が含まれる。大きい方の地図は都道府県平均実効線量を

示している。福島県の平均線量には、避難対象外行政区画の数値のみが含まれる。差込地図は、福島県における避難対象

外行政区画の行政区画平均実効線量を示している 

 

96. グループ3に属する県（千葉、群馬、茨城、岩手、宮城、栃木）の事故直後1年間における幼児

の甲状腺の行政区画平均吸収線量は、3～15mGyの範囲にあると推定された。経口摂取が支配的な

被ばく経路であり、吸入経路の寄与度は数%から約30%の間であった。事故直後1年間における赤色

骨髄と女性の乳房の行政区画平均吸収線量は、すべての年齢層で2mGy未満と推定された。日本の

残り40都道府県については、事故直後1年間における幼児の甲状腺の県平均吸収線量は約3mGyで
あり、経口摂取による線量が75%と100%を占めると推定された。 

97. これらの推定線量値はすべて、グループ2とグループ3の県の各行政区画に住む住民と、グル

ープ4の各都道府県に住む住民の平均線量を表している。これらの値は、本来、たとえば、どのような

食品を消費したか、放出された放射性物質の拡散との関連においてどこに居たか等の要因に拠って、

個人ごとに変動するものである。個人的に防護措置を講じた人も居た可能性があるが、本委員会で

はその点は考慮していない。 

98. 本委員会はまた、1つの行政区画内における外部被ばくによる線量と、吸入による内部被ばくに

よる線量のばらつきがどの程度の拡がりを持つかを把握すべく、幾つかの解析を行った。その結果、

各行政区画内において放射性核種の沈着密度測定値と大気中の131I濃度の両方に著しい空間的ば

らつきが存在することが明らかとなった。ばらつきの幅は、吸入による実効線量と甲状腺の吸収線量
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の両方における推定値が行政区画平均線量の30～50%から最大で約2倍から3倍に達するほどであ

った。 

99. 地表に沈着した放射性物質による外部被ばくについては、線量推定値のばらつきに影響を及

ぼす更なる要素として建材の遮蔽効果が挙げられる。提示した主要な結果は、福島県で最も一般的

である木造家屋に住む人々を対象としたものである。しかし、コンクリートの高層アパートまたは木造

モルタルの家に住む人々の線量は、それぞれ、推定線量の約25%または50%である。 

100. 食品における放射性核種レベルの測定値に関しても、その作物がどこで栽培されたか、地表に

沈着した放射性物質の量、作物を植えた時期や土壌のタイプなどの要素により食品によって大きな

ばらつきがあった。主要な要素は、人々が食品をどこで入手したかであった。日本の大多数の人々は

スーパーマーケットを利用しており、したがって事故直後1年間の線量を評価するためには、福島県、

グループ3の6県のうち5県（岩手を除く）、およびその他の都道府県での食品中平均濃度を基にした

解析手法を採用することが、この評価の目的から見て適切であると考えられた。 

101. 食品への放射性核種の移行は、核種の放出が1年のうちどの時期に発生するかによって大きく

影響を受ける。福島第一原発の事故が発生した3月は、わずかな作物しか栽培されておらず、家畜は

保存された餌を与えられていた。そのため、食品中の濃度は、事故が1年のうちでもっと遅くに発生し

ていた場合（1986年のチェルノブイリ事故がそうであった）よりも低かった。本委員会は、一部の人々、

特に計画的避難区域の人々が、高濃度の放射性核種に汚染された食物、すなわち地元で栽培され

た食物や採取したキノコや野生の植物、あるいは地元で捕獲または狩猟した魚や獲物を避難する前

に口にした可能性を無視することができなかった。そのような食習慣により住民の経口摂取による実

効線量の推定値が最大でおそらく10倍まで高くなる可能性はあるものの、公衆に対して広範囲に実

施された生体全身測定の結果には、そのような高線量を示す証拠は見られなかった。また、事故発

生時期が3月であったため、地元で栽培されていた食物は限られていたし、日本の多くの人々は、生

鮮農産物や福島県から来た可能性のあるあらゆるものを回避することによって食物経由の放射性核

種の摂取量を減らす措置を講じた。これらの人々の場合の経口摂取による線量は、本委員会が推定

した値よりかなり低かったと思われる[S2]。 

2. 避難者の線量  

102. グループ1に属する区域（双葉町、広野町、浪江町、楢葉町、大熊町、富岡町、飯舘村、川俣町、

南相馬市、田村市、川内村、葛尾村）から避難した人々の事故直後1年間の線量を、避難前と避難中

に被ばくした線量と、1年のうち残りの期間中に避難先で被ばくした線量の合計として推定した。地区

平均実効線量と甲状腺吸収線量の推定値を表6にまとめている。 

103. 事故直後1年間の地区平均実効線量は、すべての年齢層および両方の避難シナリオを通じて、

数ミリシーベルトから約10ミリシーベルト強までの範囲であった。対応する事故直後1年間の甲状腺の

地区平均吸収線量は、成人の場合で最大約35mGy、1歳の幼児の場合は最大約80mGyであった。

予防的避難を行った地区の場合、事故直後1年間の赤色骨髄と女性の乳房の地区平均吸収線量は、

0.6から7mGyの間であると推定された。また計画的避難が実施された地区については、地区平均線

量は、すべての年齢層で4mGyから10mGyの間であった。  

104. 本委員会は、20km圏内における地区の避難により、成人の場合最大約50mSvの実効線量、1
歳の幼児の場合は最大約750mGyの甲状腺吸収線量をそれぞれ回避することができたと推定してい

る（附属書Cの表C11とC12参照）。 
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表6. 事故直後1年間における避難者の地区平均実効線量と地区平均甲状腺吸収線量の推定値   

線量は自然放射線源によるバックグラウンド線量への上乗せ分である。表中の値は、各避難シナリオの地区平均線量の範

囲である。これらの線量推定値は、各地区から避難した人々が被ばくした平均線量を表すことを意図しており、避難した地区

の住民一人一人が被ばくした線量範囲を表したものではない。データが不十分である場合に仮定を設けており、そのためこ

れらの値は平均量を実際よりも過大評価している可能性がある（この章のセクションEとF参照）。 

a予防的避難とは、高度の被ばくを防止するための緊急時防護措置として 2011年 3月 12 日から 2011年 3月 15日か
けて指示された地区の避難を指す。線量評価では、双葉町、大熊町、富岡町、楢葉町、広野町全体、南相馬市、浪
江町、田村市の一部、川内村と葛尾村についての避難シナリオ 1 から 12を対象とした（附属書C参照）。 
b計画的避難は、2011年3月末から同年6月にかけて指示された地区からの避難を指す（環境測定に基づく）。線量評

価では、飯舘村、南相馬市の一部、浪江町、川俣町、葛尾村の避難シナリオ13から18（附属書C参照）を対象とした。 
c これらの甲状腺吸収線量は、主として、事故直後数日間の避難前と避難中の期間に被災地域を通過した大気中放射

性物質を吸入することからの内部被ばくとその後の期間における経口摂取による内部被ばくによるものであった。 

3. 日本での将来的被ばく線量評価 

105. 本委員会は、事故後10年間にわたって累積される行政区画平均および県平均線量と、80歳ま

でに累積される行政区画平均および県平均線量についても推定した。これらの推定値は、避難が実

施されなかった行政区画の住民についてのみ表7に示している。事故時点で幼児（1歳）であった小

児における実効線量が最も高いと推定され、10歳の小児がそれに次いで高く成人がそれに続いた。

これらの年齢層における推定実効線量の違いは大きくなく、2倍未満であった。地区から避難した成

人住民が自宅に戻り通常の生活に復帰したと仮定した場合に生じる可能性のある外部被ばくによる

実効線量の推定値（環境修復は考慮に入れず）を附属書Cに示す（表C19参照）。 

106. 全体として、事故後10年間に被る行政区画平均実効線量または県平均実効線量は事故直後1
年間の実効線量の最大2倍、生涯実効線量は最大3倍と推定された。ともに環境修復はないものと仮

定している。日本ではさまざまな環境修復措置が適用されているが、それらの有効性がまだ確証され

ていなかったため、本委員会は線量評価においてそれらの修復措置の有効性を考慮しなかった。し

かし、避難後に環境が修復されないまま自宅に戻り通常の生活に復帰した場合に被ると思われる実

効線量推定値が、将来被る可能性のある線量の上限値であると言える。沈着密度が最も高い場所か

ら避難した人々の場合、外部被ばくによる成人の地区平均実効線量は2012年3月から2013年3月ま

での期間では12mSvであると推定され、2014年3月から2015年3月までにおいてはこの値が5mSvに低

下するものと考えられる。甲状腺の生涯吸収線量は、事故直後1年間の甲状腺吸収線量より50%弱

高いと推定された。これは、事故直後1年間の甲状腺吸収線量の大半が131I（比較的短期間でもたら

年齢層 予防的避難地区 a  計画的避難地区 b 

避難前  

および   
避難中 

        

避難先 
事故直後 

1年間  
合計 

避難前   

および     
避難中 

       

避難先 
事故直後 

1年間  
合計 

 実効線量 (mSv) 

成人 0～2.2 0.2～4.3 1.1～5.7 2.7～8.5 0.8～3.3 4.8～9.3 

小児、10 歳 0～1.8 0.3～5.9 1.3～7.3 3.4～9.1 1.1～4.5 5.4～10 

幼児、1 歳 0～3.3 0.3～7.5 1.6～9.3 4.2～12 1.1～5.6 7.1～13 

 甲状腺吸収線量（mGy） 

成人 0～23 0.8～16 7.2～34 15～28 1～8 16～35 

小児、10 歳 0～37 1.5～29 12～58 25～45 1.1～14 27～58 

幼児、1 歳 0～46 3～49 15～82c 45～63 2～27 47～83c 
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された）によるものであるのに対し、翌年以降の線量が134Csと137Cs によるものだからである（附属書C
参照）。 

表7. 成人、10歳の小児および1歳の幼児（2011年現在）の事故直後1年間、10年間および80歳にな

るまでの間における行政区画平均または県平均の実効線量推定値 

線量は、自然放射線源によるバックグラウンド線量への上乗せ分である。表中の値は、グループ2とグループ3の県における

行政区画平均線量の範囲とグループ4の県における県平均実効線量の範囲を示している。これらの実効線量推定値は、さま

ざまな場所に居住する人々が被る平均値を表すことを意図しており、それらの場所の住民一人一人が被ばくした実効線量の

範囲を表すものではない。データが不十分である場合には仮定を設けており、そのためこれらの値は平均実効線量を実際よ

りも過大評価している可能性がある（この章のセクションEとF参照）。 

a グループ2－福島県の避難対象外行政区画に居住する公衆構成員 
b グループ 3－宮城県、群馬県、栃木県、茨城県、千葉県、岩手県に居住する公衆構成員。千葉県、群馬県、茨城県、
宮城県、栃木県をひとつのグループとし、これらの県での経口摂取による実効線量を計算した。岩手県については、
経口摂取による実効線量は、その他の都道府県における実効線量と同じと仮定した。 
cグループ4－その他の都道府県に居住する公衆構成員 

107. 事故にともなう日本の住民の被ばくの全体像を捉えるために、本委員会はまた日本の公衆にお

ける集団実効線量と集団甲状腺吸収線量を推定した。その結果得られた事故直後1年間、事故から

10年間、そして生涯にわたる期間それぞれの集団実効線量と集団甲状腺吸収線量を表8に示してい

る。集団実効線量に最も大きく寄与する被ばく経路は、地表に沈着した134Csと137Csによるの外部被ば

くと、これらの放射性核種を食品から摂取する内部被ばくの2つの長期被ばく経路であった。事故直

後1年間の集団甲状腺吸収線量に最も大きく寄与したのは、131Iの吸入と経口摂取による内部被ばく

であった 。 

108. 福島第一原発事故による日本の住民のこれらの集団線量推定値を、旧ソビエト連邦で1986年
に生じたチェルノブイリ事故後に放射線被ばくした欧州諸国の住民の集団線量推定値と比較すること

ができる。環境測定値と人の測定値の結果から20年間（1986年-2005年）について本委員会が推定し

2011年現在の年齢

層 

行政区画平均または県平均実効線量(mSv) 

日本の地理的区分 

グループ 2 

福島県 a 

グループ 3の b県 グループ 4c 

その他の都道府県 

1年間の被ばく 

成人 1.0～4.3 0.2～1.4 0.1～0.3 

小児、10 歳 1.2～5.9  0.2～2.0 0.1～0.4 

幼児、1 歳 2.0～7.5 0.3～2.5 0.2～0.5 

10年間の被ばく 

成人 1.1～8.3 0.2～2.8 0.1～0.5 

小児、10 歳 1.3～12 0.3～4.0 0.1～0.6 

幼児、1 歳 2.1～14 0.3～6.4 0.2～0.9 

生涯被ばく 

成人 1.1～11 0.2～4.0 0.1～0.6 

小児、10 歳 1.4～16 0.3～5.5 0.1～0.8 

幼児、1 歳 2.1～18 0.4～6.4 0.2～0.9 
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た集団実効線量と集団甲状腺吸収線量は、それぞれ約360,000 16 man Svと2,300,000 man Gyであっ

た。生涯にわたる継続的被ばくを考慮すると、それらの値はそれぞれ、約400,000 man Svと2,400,000 
man Gyである。福島第一原発事故後の生涯被ばくによる日本の住民の集団実効線量は、チェルノブ

イリ事故後に被ばくした欧州住民の集団実効線量の約10%から15%である。同様に、集団甲状腺吸

収線量はチェルノブイリ事故における集団甲状腺吸収線量の約5%であった。 

表8．日本の住民（2010年の人口は約1億2800万人）における集団実効線量と集団甲状腺吸収線量 

線量カテゴリー 
被ばく期間 

最初の 1年間 10年間 80 歳まで 

集団実効線量 
（1000 人・シーベルト） 18 36 48 

甲状腺集団吸収線量 
（1000 人・グレイ） 82 100 112 

4. 他の国における被ばく線量の評価 

109. 日本の近隣諸国ならびに世界の他の地域における公衆の線量を評価するに当たって本委員

会は、WHOの予備被ばく評価[W11]の結果を含む、文献に発表された推定値の検討を基本とし、加

盟各国が行った広範囲な測定値と線量評価を補足的に使用した（附属書C参照）。この情報の解析

に基づいて、本委員会は日本国外に居住する住民の事故による事故直後1年間における平均実効

線量を0.01mSv未満と結論づけた。 

E. 不確かさ 

110. このタイプの評価は、不完全な知識と情報にもとづき一定の仮定を前提にするため、その結果

には不確かさがともなうものである。不確かさの主な発生源は附属書Cで詳述しているが、重要な要

素を以下に概説する。 

111. 外部被ばくによる線量の推定は、基本的に地表に沈着した放射性核種の測定レベルに基づく

ものであった。137Csと134Csの個別測定値に関しては不確かさの程度が比較的小さかったが、131I につ

いては測定を開始する前にすでに大量の放射性壊変が発生しているため不確かさの度合いが大き

かった。行政区画平均線量を推定するとき、測定値が行政区画か県ごとにどれくらい正確に放射性

核種の空間分布を表したかという点も不確かさを伴うものであった。福島県については充分な空間を

カバーした広範囲な測定が実施され、特定の行政区画に関する推定行政区画平均線量は2倍の範

囲内で正確であると考えられた。グループ4の県の場合は測定値数が比較的少なく、県平均線量の

不確かさはより大きいと考えられた。 

112. 不確かさの別の原因は、時間の経過にともなう放射性核種の放出率の推移と放出時の気象状

況についての知見が不完全であることである。ATDM解析の結果を特定の場所における線量の推定

に使用した場合には、大きな不確かさが生じる。可能なかぎり放射性核種の環境濃度測定値を使っ

て線量を評価してはいるが、一部の推定は、放射性核種の想定放出パターンとATDM解析の結果を

使って行なっている。3月に避難したコミュニティの避難前と避難中の吸入と外部被ばくによる線量の

推定は、放出率の推定値とATDM解析に直接基づいている。これらの住民グループの地区平均実

効線量と臓器吸収線量は、特定の場所と時間に関するATDM解析の結果に不確かさがあるため、一

般的に4倍から5倍過大評価若しくは過小評価される可能性がある。 

16  甲状腺線量の寄与を除外した場合、約 260,000 man Sv [U12]。 
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113. 吸入による甲状腺吸収線量の評価に影響を及ぼしたもう1つの要素は、大気中の粒子状および

ガス状131Iの比率であった。大気の測定データは限られており、ほとんどは、放出サイトから相当離れ

たところのデータであった。周辺地域に比べて甲状腺吸収線量が大きかったと考えられる福島県に

おいては、大気中の粒子状およびガス状131Iの相対量に関する測定データはなく、この比の値は、粒

子状およびガス状のヨウ素放出量が等しかったという仮定に基づくATDM解析の結果から得ている。

この比の推定値は、主要な被ばく期間にわたって最大2倍の不確かさを有している。 

114. 食品における放射性核種の測定値に基づく線量にも不確かさがあり（附属書C）、これを定量化

するのは困難であった。当局は、最高レベルの濃度の食品を特定することを優先したため、食品をラ

ンダムにサンプリングしていなかった。したがって、本委員会が使用した平均濃度の値は過大評価の

原因になった可能性があり、特に、測定値が比較的少なかった事故後の数カ月間はその可能性が高

い。多くの測定結果は検出限界よりも低く、その場合本委員会は検出限界値を有するものと仮定した。

これも、経口摂取による人々の線量が高目に評価される原因となった。食物の流通・消費パターンの

変化も不確かさの別の原因であった。福島県で消費された食物の25%が県内産であったと仮定した

場合、事故後1年間の経口摂取による実効線量の推定値は、本委員会の推定値の30%になると考え

られる。 

115. 実効線量と放射性核種の体内摂取後の関連臓器における吸収線量を確定するのに標準的な

モデルが使用された。これらのモデルは、特定の代謝特性を有する標準サイズの人に基づいて作成

された。日本の食事は、安定ヨウ素を比較的多く含んでいる。そのため、標準的なモデルで示される

よりも、甲状腺への放射性ヨウ素の移行が少なく、したがって、この線源からの線量がわずかながら少

なかった可能性がある。しかし、それらの影響は全体として、線量評価に関連した他の不確かさと比

較して小さかったと思われる（附属書C参照）。 

F. 直接測定と他の評価の比較 

1. 人々における放射性核種の直接測定 

116. 人々における放射性核種の測定値は、公衆の被ばくに関する直接の情報源となった。主なデ

ータセットは、 (a)甲状腺、特に小児の甲状腺における131I測定値と、(b) 134Cs と137Csの全身モニタリン

グ結果の2つであった。これらの測定値は、本委員会が行なう線量評価の有効性をチェックする1つの

手段を提供した。 

117. 避難者の甲状腺吸収線量を推定するために本委員会が採用した手法によって若干の過大評

価（たとえば情報不足による防護措置に関する仮定や線量測定に関する因子について）がもたらされ

た可能性がある。2011年3月26日から30日までの間に、いわき市、川俣町、飯舘村に居住する1歳か

ら15歳の小児1,080人を対象に現地当局が可搬型の線量率計を使って甲状腺のモニタリングを実施

した[K13]。被ばくが2011年3月12日から24日までの期間連続したと想定して、内部被ばくによる甲状

腺吸収線量が計算された。10歳の小児と1歳の幼児の測定データを本委員会が解析した結果は、日

本の当局による評価と一致した（本委員会は、解析において2011年3月15日に1回被ばくしたと仮定し

た。）。本委員会が内部被ばくによる甲状腺の地区平均吸収線量を推定した結果は、このグループの

直接のモニタリングから導き出された甲状腺地区平均吸収線量よりも最大で約5倍高いものであった。

甲状腺のモニタリング結果は、2011年4月12から16日にかけて62人の避難者についても報告されて

いる[T20]。本委員会が推定した内部被ばくによる甲状腺吸収線量の地区平均値は、Tokonami et  al. 
によって推定された地区平均値より最大で4倍高かった（附属書C参照）。 

118. 福島県の県民健康管理調査の一環として、福島県と近隣県の106,000人以上の住民を対象とし

た全身計測が2012年12月まで実施された[H5, M24]。Momose et al.[M24]は、2011年7月から2012年
1月までの期間に受検した避難者10,000人のうち20%で体に134Csと137Csが存在することが確認できた

と報告した。Hayano et al. [H5]は、2011年 10月から2012年2月にかけて福島県と近隣県の住民の
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33,000人を対象に実施した検査の結果、12%で134Csと137Cの存在が確認されたと報告している。2012
年3月から11月の間で、この割合は1%に低下した。これらの大規模なモニタリング・プログラムに基づ

く内部被ばくによる平均実効線量の推定値については、附属書Cで詳しく報告している。これらの推

定値は、本委員会が推定した134Csと137Csの吸入と経口摂取による平均実効線量値よりもかなり低い

ものであった。 

2. 他の評価 

119. これまでに発行されたいくつかの学術論文や報告書にも公衆構成員のさまざまな線量評価が

含まれている。2011年9月までに発表されたデータに基づいて、WHOの委託を受けて予備的な線量

評価[W11]と関連する健康リスク評価[W12]が実施された。本委員会の（特に避難地域について、より

現実的な仮定とより包括的な最近のデータを使って行った）評価の結果とWHO研究において推定さ

れた線量は基本的に一致していた。総じて、WHOが提示した推定の範囲（附属書C参照）は、本委

員会の評価の結果を包含していたが、避難地区の一部に関しては高い数値を示した。Takahara et  al. 
[T3]は、確率論的アプローチを使って福島県における成人の線量を評価した。同じような仮定が行な

われた場合、結果は総じて本委員会が得た結果と一致していた。日本の放射線医学総合研究所（放

医研）は、避難した人々の外部被ばくによる実効線量を評価している。放医研による評価の手法は、

本委員会のそれと似たものであったが、大気拡散に関しては異なるモデルを使用している。放医研よ

り推定された線量は、総じて本委員会の評価による推定値と一致していた。 

V. 作業者の線量評価 

A. 緒言 

120. 日本の規制における作業者の実効線量限度は5年間で100mSv、いかなる1年間での限度は

50mSvである。ただし、女性作業者の場合、実効線量限度は3ヶ月間で5mSvとされている。実効線量

で100mSvの参考レベル（日本では「緊急時作業に係る線量限度」。以下、本書でもこの用語を使用）

は、緊急時対応作業者に対して福島第一原発事故後[I9]、速やかに採用された。しかしながら、当局

は、福島第一原発サイトの状況をさらに評価した後、2011年3月14日、当該事故に係る緊急時（すな

わち2011年12月16日まで）に受けるあらゆる被ばくについての緊急時作業に対する線量限度を実効

線量250mSvに引き上げた。この限度引き上げは、作業者を継続的に防護しつつ、重要な被害軽減

作業を実施できるようにするためであった。東電は、当局の設定した基準レベルを確実に順守するた

め、より低い200mSv（実効線量）という緊急時作業に係る線量限度を採用した[I6]。 

121. 作業者の放射線被ばくは事故後、放射性壊変と損傷した原子炉から放出される放射性物質の

量の減少により、時間の経過に伴って低減した。厚生労働省は2011年12月16日、1号機、2号機、3号
機の原子炉冷温停止後、緊急時作業に係る線量限度を既存の100mSv（実効線量）に戻した[T16, 
W1]。 

122. 事故発生以前には、数千人の職業被ばく作業者が現場で雇用されていた。この数字は事故後、

著しく増加し、およそ2万5000人の職業被ばく作業者が2012年10月までに復旧および関連作業に従

事した。そのほとんど（約2万1000人）は東電の元請業者によって雇用されていた。東電の従業員は

主に発電所の運営、データの採取、建設工事の監理に従事した。元請業者の作業者は主に設備の

復旧と建設作業に従事し、なかには東電従業員のサポートを担い、原子炉の安定化と放射性物質放

出の管理を行う作業者もいた。 
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123. さらに、数百人の緊急時対応作業従事者も福島第一原発の現場に派遣された。この中には消

防士（260人）、警察官（13人）、自衛隊員（168人）が含まれていた 17。このうち、84人の自衛隊員はヘ

リコプターから冷却用水を放出する原発サイトでの作業に従事し、残りは地上で類似作業に関わった。

さらに、多数の消防士、警察官、自衛隊員がサイトの外で緊急時対応活動に関与した。 

124. 2011年12月末までに約350人の福島県庁職員が警戒区域（20km圏内避難区域）内で緊急時の

作業に携わった。主な活動は、環境放射線レベルのモニタリング、災害によって生じた損害の査定、

電力および放射線モニターの回復、ペットの保護、家畜の捕獲とと殺、福島第一原発の現場調査、

関連機関との調整と協力などであった。さらに約3万4000人の自治体職員らが避難区域内で多くの多

様な緊急時対応活動に従事した[Y7]。 

125. 米国国防総省（DoD）および米国国家核安全保障局（DOE/NNSA）は日本政府を支援するため、

地震、津波、原発事故後に約2万4000人の人員を提供した。米国の人員は通常、制限区域外にとど

まり、環境放射線測定を行い、人道的な支援を行った（たとえば、仙台空港の運営能力を復旧し、食

品や燃料、衣服など人道的支援物資の空輸を可能にした。）。 

B. 線量と健康に影響を与える条件 

126. 事故後、東電と他の組織は原子炉を制御して放射性物質の放出を減少させるため、福島第一

原発サイト内とその周囲で作業を行った[I29]。事故後の早い段階（数日から最初の数週間）での最

優先事項は、放射線の影響と事故がこれ以上進むことを抑制し、特に電力を復旧して冷却システムを

回復することだった（2011年3月26日に達成）[I6]。原子炉の安定化と水の除染が次の優先事項だっ

た。 

127. 地震と津波は福島第一原発サイトにおける多くの建物や道路、タンクその他の基幹施設に広範

な被害をもたらした。事業者は壊滅的ともいえる緊急事態に直面した。電力と原子炉の制御および計

測がほぼ完全かつ長期的に失われ、外部の支援を速やかに得られる望みはほとんどなかった。原発

サイト内外の通信システムも深刻な影響を受けていたが、原発サイトと本社をつなぐ東電社内通信ネ

ットワークはほぼ無傷だった[I6]。 

128. 現場およびそれ以外の場所において、作業者による類を見ない献身的な対応作業が必要とさ

れた。津波発生直後、約400人の作業者（約130人の運転員と270人のメンテナンス要員）が復旧作業

に従事可能であった[I29]。彼らは6基の原子炉と6ヶ所の核燃料貯蔵プール、共通燃料貯蔵プール、

乾式処分設備の安全性を確保するため、非常に困難な状況で極めて長い時間、作業しなくてはなら

なかった（すなわち、ほぼすべての電源の喪失、暗く湿った冷たい環境、圧縮空気などを供給する適

切な装置の欠如、計器や制御設備を含むあらゆる安全システムの喪失）。作業者の中には、地震と

津波のために自宅や家族を失った者もいたが、働き続けた。多くの作業者は現場で床の上に眠り、

食料が不足していたため、最低限の栄養しか提供されなかった[I29]。断続的な余震や水素爆発後の

原子炉損傷による個人への高いリスク（すなわち原発サイト内のさまざまな場所での非常に高い線量

や汚染レベル）にも関わらず、彼らは作業を続けた[I6]。 

129. 被害軽減対策が講じられるに伴い、原発サイトの危険性は変化した。作業者にとって4つの主要

な危険性が確認された。放射線、高温、ストレス、そして、機械の操作と手動による対処であった。当

初は、水素爆発と損傷した原子炉からの継続的な放射性物質の放出による高い放射線レベルが最も

深刻な危険因子であった。2011年5月から9月にかけては、高温への暴露が極めて重大な危険因子

になった。これは夏の暑い天候と、作業者が二重タイベック防護服およびフルフェースマスク（これら

は蒸発による冷却を阻害する）を着用して屋外で働かなくてはならなかったことが原因であった。また、

作業者は機械の操作や手作業での瓦礫の除去、冷温停止に向けた原子炉の安定化によって負傷

17 自然災害などの災害が国内で発生した場合、自衛隊は地方政府と協力して捜索・救助活動などに従事し、治療や給
水、人員・物資の輸送を行う。2011 年の東日本大震災後には 10 万人を超える自衛隊員が救援活動全般で派遣された。 
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するリスクを負っていた[W1]。多くの作業者は職場とプライベートの双方で複数のストレス要因にさら

された。プライベートなストレスは主に、かつて居住していた20km圏内からの家族の避難、地震と津

波による家族の死亡や自宅の消失によるものであった。東電の従業員は公的な嫌がらせや差別も経

験した[I29, S8, W1]。 

C. 放射線から作業者を防護するために講じられた措置 

130. 原発サイト内およびサイト外で放射線の状況を効果的にモニターする機能は当初大幅に妨げら

れた。津波の発生後、サイト内に残っているモニタリングシステムはほとんどなかった。ほとんどの電子

式個人線量計や、これらの機器を作動させて線量を記録するコンピュータシステム、多くの携帯型サ

ーベイ計器が浸水で失われた。炉心、格納容器、使用済燃料プールの状態を監視するのに欠かせ

ない設置型の放射線モニターも、津波によって配電装置が水浸しになった際に失われた[I29]。管理

区域への入域や個人線量データに関する情報を収集することは不可能だった。個人をモニタリング

する機能が失われたため、緊急時対応従事者は電子式個人線量計を共有しなくてはならず、多くの

作業でチーム内の1人のみが線量計を着用し、作業者は個人の線量を手入力で記録しなくてはなら

なかった[I6]。 

131. 福島第一原発内では重要免震棟が作業の直接の指令センターとして定められ、作業者が夜間

に滞在するための部屋がいくつか確保された。この建物には、空気中放射性物質の侵入を制御する

ために、高性能の空気浄化換気システムが備えられていた[W1]。ただし、原発サイト周辺の表面と空

間の放射性物質レベルが高いことと、指令センターの入口が損傷したことにより、同センターは事故

の早い段階で汚染されるに至った。指令センター内の汚染の蓄積は、2011年3月24日に建物内で取

得された空気サンプルが最初に分析されるまで認識されなかった。そのため、これより以前には、放

射線の管理は適切に講じられておらず、その期間、作業者の中には、吸入によって体内に取り込ま

れた放射性物質で内部被ばくした者もあった[I29]。 

132. 事業者は徐々に現場の放射線モニタリングを改善した。2011年4月1日からは個人線量計が作

業者全員に提供された。発電所のさまざまなエリアで線量率が測定され、原発サイトの包括的な放射

線地図が利用できるようになり、この地図は定期的に更新された。これらの方策は、たとえば、異なる

区域間にしっかりとした物理的な障壁を設置したり、リスクのより高い区域への許可無しの立ち入りを

防止すること等により、作業者の防護を最適化するために利用された。指定管理区域での個人の毎

日の作業時間は最長2時間に制限された。放射線レベルが最も高い区域での作業を支援するために、

徐々に特殊なツール（ロボットや他の無人機器など）が導入された[I6]。 

133. 福島第一原発の南20kmの場所にあるサッカー用トレーニング施設、Jヴィレッジには、警戒区域

および施設に入るあらゆる人員の放射線防護を管理、監視するために調整センターが設置された。

内部被ばく（すなわち、放射性粒子とガスの吸入による被ばく）から作業者を防護するため、同センタ

ーでは毎日、空中の粒子に対する捕集効率99.97%のフィルターがある密着型のフルフェースマスク

を約2000人に支給した。それが無ければ、不注意で吸い込み、内部被ばくにいたる可能性のある汚

染を防止し、皮膚の被ばくを最低限に抑えるため、作業者は（作業中の断裂から守るための）二重の

タイベック防護服、手袋（内部は綿、外部は二重のゴム製）、ビニール製の靴カバーで覆われた安全

靴、綿製の帽子を着用した。作業の性質によっては、安全ヘルメットも支給された。一度使用された

個人防護具はすべて、制限区域内に保管された。Jヴィレッジの入口ではGMサーベイメーターを使

って、区域から出る人が汚染されていないかを測定により確認した[W1]。 

134. 医療対策には、甲状腺被ばく防止のための安定ヨウ素の使用が含まれていた。事前に決められ

た基準に従い、ヨウ素過敏症と甲状腺の既往症状に関して医師の問診を受けた後、作業者には2011
年3月13日以降、ヨウ化カリウム錠が処方された[W 1, W 10]。約1万7500錠（50 mg）が、緊急時対応作

業に従事した約2000人の作業者（東電従業員、元請業者の作業者、消防士、警察官、自衛隊員を含

む）に配布された（詳細は附録Eを参照）。 
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D. 報告された線量 

135. 作業者の線量解析結果を以下にまとめる。この解析の詳細は附録Dに記載されている。本委員

会は、日本で報告されている個人の線量値が実際に受けた被ばくを表す指標として正確で信頼に足

るものかどうか判断するため、二段階のアプローチを採った。１つ目は、日本で線量の評価に用いら

れた方法をレビューすること、２つ目は、特定の作業者グループについて独自の線量評価を行い、報

告されている値と比較することである。ただし、被ばくが発生した時点での現場の情報を検証すること

は事実上不可能であるため、これらの評価はいずれも東電、元請業者および日本当局から提供され

た情報に基づいて行った。 

136. 東電は、福島第一原発での職業被ばく作業者の線量評価状況について説明したプレスリリース

を定期的に発表した。2012年10月末までに合計2万4832人の作業者が原発サイトでの被害軽減作業

や、その他の活動に従事し、職業上放射線に被ばくしたと報告されている。そのうち約15%は東電の

従業員で、残りは元請業者や下請業者が雇用した作業者であった。事故後から2011年10月までの毎

月、特定の帯域の線量 18を受けた作業者の人数を示した表が発表された[T8]（附録Dの表D1、D2、
D3を参照）。これらの表は、最も高いレベルの線量は主に放射性物質の吸入によるもので、毎月の吸

入による実効線量 19は2011年3月に100mSvを超えているのが観察されたことを示している。損傷した

原子炉から放出される放射性物質の量が放射性壊変により減少したのに伴い、作業者の放射線被

ばくは時間の経過とともに減少した。2011年5月以降、1ヶ月の実効線量（外部および内部被ばくの合

計）が50mSvを超えた作業者はいなかった。 

137. 2011年11月以降、東電は各線量帯域の作業者数の累積データを提示した。2012年11月に発

表されたデータを附録Dの表D4[T16]と図VIIIaに示されている。このデータは作業者の34%が10mSv
を超える積算線量を、作業者の0.7%（173人、主に東電従業員）が100mSvを超える積算線量を、それ

ぞれ受けたことを示している。6人の東電従業員の積算線量が250mSvを超えていた。東電は実効線

量に関するデータのみを発表しており、甲状腺吸収線量の結果は別に公表されている[K27]。 

138. 作業者2万1776人の2012年4月までの内部および外部被ばくによる線量に関する追加情報が

本委員会に提供された（附録Dを参照）。報告された中で最も高い実効線量は東電従業員の679mSv
であり、この従業員は内部被ばくによる預託実効線量も最も高かった（590mSv）。報告された中で外

部被ばくによる最も高い実効線量は、元請業者作業者の199mSvで、この作業者について報告された

実効線量は合計238mSvであった。作業者の間での線量分布を図VIIIbに示す。分布の中央値（すな

わち、作業者の半数が受けた線量がそれ以下あるいは以上）は約5mSvで、250mSvを超える極端な

値は6件あった。線量分布は歪んでいるか非対称で（すなわち、より高い値の頻度が多い）、対数正

規分布によってうまく表されていない。 

139. 女性に適用された基準がより厳格だったため、女性作業者の被ばくは特に注目を浴びた。事故

前に福島第一原発に勤務していた19人の女性（そのうち5人は職業被ばくしていない）は、事故後の

実効線量が1mSvを超えていた。事故の結果として線量が最も高かった2人は7mSvと18mSvであった

[O3]。彼女たちの線量は1件の例外を除き、緊急作業に従事した職業被ばく作業者の平均線量を下

回っていた。事故後、女性作業者が福島第一原発の発電所施設に入ることは許可されなかった[W1]。  

 

 

18 別途示されていない限り、セクションV での「線量」は「実効線量」を意味している。 
19 作業者の内部被ばくによる実効線量は、50 年間の預託実効線量として計算されている。 
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図VIIIa．2011年3月11日から2012年10月31日までの作業期間に職業被ばくを受けた福島第一原発

作業員についての実効線量の各積算線量帯域の人数 

実効線量には外部および内部被ばく両方の寄与が含まれる 

 

図VIIIb．2011年3月11日から2012年4月30日までの作業期間に職業被ばくを受けた福島第一原発

作業員についての各線量帯域における実効線量（対数変換済み）の分布 

実効線量には外部および内部被ばく両方からの寄与が含まれる。赤い曲線は正規分布の確率密度で、線量がゼロでない作

業員で見積もられているパラメータはμ = 1.3およびσ = 1.9。* は実効線量がゼロ（n = 352）として記録されている作業員を示す 
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140. 260人の消防士のうち、249人の内部および外部被ばくによる報告線量データも日本政府から本

委員会に提供された。甲状腺の131I体外計測が2011年9月から11月の間に行われ、全員、検出限界

値の放射能 20（38 Bqの131I）を下回っていたと報告されている。これは測定実施が遅れたことを考慮す

れば予測されていたことである。放射性セシウムの全身モニタリングでは、検出限界値の放射能（320 
Bqの134Cs、570 Bqの137Cs）を下回るか、これに近かった。彼らは全員2011年3月18日から2011年3月
25日の間に勤務しており、彼らの内部被ばくによる線量評価値はすべて1mSvを下回っていたと報告

されている。報告された外部被ばくによる線量で最も高かったのは29.8mSvであった。残念ながら、事

故の早い段階における体外計測による甲状腺モニタリングのデータがないため、放射性ヨウ素の吸

入による線量について信頼できる推定を行うことはできなかった。事故の早い段階で類似した場所で

作業していた可能性のある現場作業者の内部被ばくによる線量評価から類推すると、消防士の放射

性ヨウ素吸入による実効線量は、全身モニタリングで検出された半減期がより長い放射性核種（すな

わち放射性セシウム）の吸入による線量よりも、はるかに高かった可能性がある。 

141. 表9は、日本政府が本委員会に提供した  (a) 現場で作業した168人の自衛隊員のうち147人、お

よび (b) 8458人の原発サイト外の自衛隊員を対象とする外部被ばくによる実効線量データ報告の内

容を示すものである。100mSv超の外部被ばくによる実効線量を被ばくした自衛隊員はいなかった。

内部被ばくによる線量も、8人の原発サイト内および4人のサイト外の隊員について提供された。預託

実効線量評価では7人の作業者で0.2mSv未満、1人のサイト内作業者で3.8mSvに相当したと報告さ

れている。 

表9. 自衛隊員に関して報告された外部被ばくによる実効線量 

2011年3月11日から2011年8月31日までのデータ 

場所 
線量帯域内の隊員数 

<10mSv 10～20mSv 20～50mSv 50～100mSv 

原発サイト内 132 3 8 4 

原発サイト外 8,453 5 – – 

142. 日本政府は、2011年3月17日にサイト内にいた13人の警察官の内部および外部被ばくによる線

量データに関する報告内容を本委員会に提供した。それによると外部被ばくによる線量は10mSvで、

内部被ばくによる預託実効線量評価では13人の警察官全員で0.1mSv未満であった（詳細について

は附録Dを参照）。多くの自治体職員らがさまざまな対応活動に携わっていたことを本委員会は認識

しているが（避難支援、人と物資の汚染モニタリングなど）、彼らの被ばくに関する情報は、本委員会

が線量を推定するには不十分であった。 

143. 本委員会には、作業者の眼の水晶体への線量について、情報に基づく評価を行うためのベー

タ線被ばく照射に関する十分な情報がなかった。 

144. 米国国防総省の関係者8380人の体外計測は2011年3月11日から2011年8月31日の間に行わ

れ、内部被ばくによる線量が評価された。モニタリング対象者の約3%の体内で放射線が検出され、

最大預託実効線量は0.4mSv、最大預託甲状腺吸収線量は6.5mGyであった。 

E. モニタリングおよび線量測定の評価 

145. 本委員会の作業では、日本で報告されている個人の線量がどの程度実際に被ばくした線量の

正しいかつ信頼できる測定値となっているのか、また、報告されている線量がどの程度健康への潜在

的な影響を論じる上での信頼できる評価となっているのかを判定することを目的のひとつとしていた。

20 最低検出可能放射能は、95%の信頼度で検出できる放射性核種の最小の放射能を示す。 
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2段階のアプローチが採用され、まず、日本で使用された線量評価方法が再検討された。この結果に

ついては附録Dで説明すると同時に、この章のセクションでも概説する。次に、内部被ばく線量につ

いての独自の評価が特定グループの作業者に対して行われ、これらの作業者について日本で報告

された線量と比較された。この結果については、以下のセクションFで概説している。 

1. 内部被ばく 

146. 緊急事態に対応していた作業者の当初の体外計測は、福島第一原発の55km南にある小名浜

で簡易な全身モニタリング装置を使用して行われた。この装置は甲状腺内の放射性物質を測定する

ことはできず、その設置された場所が原因で、環境のバックグラウンドレベルが相対的に高かった。放

射性核種の吸入による実効線量が20mSvを超えた作業者については、日本原子力研究開発機構

（原子力機構）でさらにモニタリングが行われ、その結果は線量評価のため、東電に提供された。実効

線量（外部および内部被ばくの両方を組み合わせた結果）の評価結果が緊急時被ばく線量限度

（250mSv）を超えた場合、日本の放射線医学総合研究所（放医研）が作業者をさらにモニターし、吸

入と内部被ばくによる関連線量をさらに評価した。これらの事例のいくつかでは、東電側が線量を再

度評価した。ほとんどの作業者について、131I、134Cs、137Csの結果のみが報告された。実効線量が高

い作業者の一部については、136Csと129mTeの結果についても報告されたが、これらの放射性核種から

の実効線量への寄与は少なかった。他の短半減期放射性核種（132Te、132I、133I、133Xeなど）の被ばく

に関するデータは欠落していた。尿サンプルの限定的なin  vitroモニタリングが行われたが、その結果

は正式な線量報告で使用されていない。 

147. 使用された体外計測システムに関する詳細な情報が本委員会に提供された。具体的には、(a) 
東電が小名浜で、原子力機構と放医研がそれぞの機関で使用した体外計測システムに関する情報、

(b) 原子力機構による体外計測に使われた較正用ファントムに関する情報、(c) 原子力機構が自社の

研究所で、また、原子力機構と東電が小名浜で行った体外計測の較正および品質管理に関連した

包括的なデータである。この情報は、測定システム、較正用ファントムと較正方法、品質管理手順が

放射線緊急時に体外計測を実施するには十分なものであると判定するに足りるものだった。さらに、

東電作業者の内部被ばくによる線量評価は、東電または（線量が高いいくつかの事例では）放医研

によって、それぞれMONDAL[N12]およびIMBA[B12]ソフトウェアパッケージを使用して行われた。こ

れら２つのソフトウェアパッケージはともに品質が保証されており、本委員会はこれが体内に取り込ま

れた放射性核種の吸入と、これに対応する内部被ばくによる作業者の預託実効線量および吸収線

量の評価に適していると判断した。この情報およびそれに関する本委員会の検討内容については、

附録Dに詳しく記載している。 

2. 外部被ばく 

148. 本委員会は、東電と元請業者の作業者について、使用した個人線量計のタイプ、使用された技

術標準および較正方法のほか、2011年3月（使用できる線量計の数が限られていた期間）に電子式

個人線量計を個人に対してどのように配布したかに関する情報を受け取った。ただし、緊急時対応作

業従事者（警察官、消防士、自衛隊員など）については同様の情報は受けとっていない。 

149. 提供された情報と、本委員会による評価の結果は附録Dに記載している。要約すると、使用され

た計器、技術標準、較正方法は、一般的に受け入れられている個人モニタリング要件を満たしている

ように見受けられた。ただし、2011年3月には個人線量計が共有されていたため、報告された外部被

ばくによる線量の信頼性に関する結論には、何らかの裏付けが必要である。東電によると、この期間

中、自動個人線量計システムは作動不能で、5000台の線量計が使用できなかった。最初の数日間に

利用できた線量計は320台のみであった。つまり、当初の緊急時対応者は線量計を共有しなければ

ならず、チーム内で1人の作業者のみが多くの作業で1台の線量計を着用し、作業者は個人の線量を

手入力で記録しなくてはならなかった[T11]。線量計をいつ共有すべきかについて定めた条件が作成

されている（附録D）。この諸条件が確実に満たされていたのであれば、共有された線量計で行われ

た測定の結果は、外部被ばくによる線量評価の十分な根拠となる。 
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F. 内部被ばく線量推定の評価 

150. 本委員会は、特定の作業者について内部被ばくによる線量を独自に評価し、その結果を当該

作業者について日本で報告された線量と比較した。数名の評価担当者が評価に携わり、それぞれ独

自に設定した手順を使い、専門家としてモニタリングデータの選択や体内動態モデルで使用するパ

ラメータの値といった問題について判断した。 

151. 健康への潜在的な影響の評価では、被ばく量が最も高い作業者の線量が特に注目された。こ

のため、報告されている内部被ばく量が最も高い（預託実効線量が100mSvを超えた）12人の作業

者21について、報告されている線量の信頼性を判定する目的で線量評価が行われた。外部被ばくの

評価と記録は、電子式個人線量計による情報を直接読み取ったものだったが、内部被ばく評価は被

ばく状況に関連した専門家の判断と仮定、および体内動態モデルと複雑なソフトウェアの使用に依存

していた。このため、内部被ばくにおいて専門家の間で推定値が異なる可能性とその不確かさは、外

部被ばくの推定の場合よりも大きかった。 

152. 内部被ばくが最も高く、本委員会が評価を行った12人の作業者は全員、東電の従業員であっ

た。測定はすべて、同じ（あるいは類似した）施設で行われ、内部被ばく評価方法も類似していた。一

方、内部被ばくが低く評価されている多くの作業者の雇用形態はさまざまだった（東電、元請業者、

下請業者、緊急時対応作業従事者など）。放射性核種の測定に使用された施設の種類と、内部被ば

く評価に使用された方法のいずれもが、内部被ばくレベルによって異なっていた可能性がある。これ

らの作業者集団における内部被ばく評価の信頼性は、さまざまなグループから無作為に選ばれた作

業者のサンプルを対象に内部被ばく評価を独自に行うことによって査定された。合計42人の作業者

が無作為に選ばれ、このうち21人は東電の従業員、21人は元請業者の作業者だった22。さらに、緊急

時対応作業従事者13人（全員警察官と思われる）が選ばれた。この評価結果と比較については附録

Dで詳述しており、以下に概説する。 

153. 線量が最も高い作業者12人21の内部被ばくについて本委員会が独自に行った評価と、日本の

当局が正式に報告した結果との比較が図IXに示されている。これらの評価はすべて、全身の放射性

核種と甲状腺の131I放射能の体外計測に基づくものであった。附録Dには、131I吸入による実効線量と

甲状腺吸収線量への影響など詳細な結果が含まれている（表D9、D10、D11）。これらの作業者の実

効線量 – および内部・外部被ばくによる影響 – は附録Dの表D5、D6およびD7に掲載されている。 

154. 本委員会が評価を行った内部被ばく量が最も高い作業者12人について、以下の結論が導き出

された。 

(a) 品質保証を目的として、5 人の評価担当者全員が作業者 A の内部被ばく評価を行い、

良好な一致が見られた。他の 11 人のケースは、少なくとも 2 人の評価担当者が審査し、

再度、良好な一致が見られた。  

(b) 12 人の作業者に関する本委員会の独自の内部被ばく評価と日本で報告されている評

価について、良好な一致が見られた。  

(c) 12 人の作業者全員について、本委員会は測定された放射性核種からの内部被ばくに

よる実効線量はほぼ全てが甲状腺での 131I によるものであると結論付けた（平均 99%）。 

21 本委員会が被ばく量の最も高い作業者 12人の内部被ばくを独自に評価した後、日本の関連組織が 2013年 7月、内

部被ばくによる線量の推定値を再審査した。これにより、預託実効線量が 100mSvを超える東電作業者がさらに 1人
判別された（内部被ばくによる実効線量が 100mSv を超えた作業者は合計 13 人となる）。この情報の取得が遅かっ

たことから、本委員会はこの 13人目について内部被ばくによる線量を独自に評価していない。 
22 本委員会が無作為に選ばれた元請業者の作業者 21人の内部被ばくを独自に評価した後、東電は 2013年 7月、元請

業者の提供した新しい情報に基づき、当該作業者について内部被ばくによる線量を再度評価した。本委員会は、こ

の情報の取得が遅かった（すなわち、本委員会の評価が完了した後だった）ことから、かかる作業者の内部被ばく

評価を更新できなかった。東電による内部被ばく評価の変更が意味するところについては、附属書 D で説明してい
る。全体的に、このセクションで提示している、これまでに得られた結論全般への影響はない。 
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(d) 評価された最大の内部被ばくによる甲状腺預託吸収線量は、作業者 A のものだった。

この作業者で測定された放射性核種の内部被ばくによる甲状腺吸収線量を本委員会が評

価した結果は、131I を主に摂取した時期などの仮定に依存して 9.7～12.6Gy の範囲で変動

し、平均値は 12Gy であった。 

(e) ほとんどの作業者の場合、甲状腺の 131I 体外計測は 5 月中旬から下旬になるまで始ま

らなかったが、3 人の作業者（内部被ばく量の最も高い作業者 A および B、外部被ばく

量の最も高い作業者 F）については、4 月中旬に始まっている。モニタリングの開始の遅

延により、線量評価の不確かさが大きくなった。 

(f) 甲状腺の体外計測の開始が遅れたため、半減期のより短い放射性核種（132Te、133I な

ど）は検出されなかった。一つの目安として、事故後最初の数日間において、これら短

半減期放射性核種の吸入による内部被ばくが現場作業者の実効線量に寄与した量は、131I
の寄与に対する比として 20%程度であると思われる。ただし、この寄与の程度は個人間

で大きく異なっていたと考えられる。これらの要因や他の不確かさがあるため、事故後

の非常に早い段階における職業被ばくの状況を把握するには、さらなる解析を必要とす

る。  

(g) 尿のモニタリングに関する十分なデータがないため、異なるバイオアッセイ・モニ

タリングにより別個に取得した結果を使用して、甲状腺放射能測定による線量評価の信

頼性を、確認することはできなかった。 

 

図IX．職業被ばくとして最も高い内部被ばくを受けた作業員の預託実効線量評価 

預託実効線量は内部被ばくによるもののみで、測定したすべての放射性核種からの寄与を含む 

 

155. 内部被ばく量の低い作業者55人について本委員会が実施した内部被ばく評価の結果と日本の

当局が報告した値との比較について附録Dに提示、説明している。結論は以下の通りである。 

(a) 131I 体内測定結果が陽性だった作業者については、本委員会独自の内部被ばく評価と

東電の報告した評価の間で妥当な一致が見られた。  
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(b) 内部被ばくによる預託実効線量の評価値が 0.1mSv を超える作業者全員について、131I
吸入による甲状腺預託吸収線量が実効線量の主な寄与要因だった（平均 98%）。  

(c) 全体的に、東電による従業員の内部被ばく評価は、健康影響を査定するのに適した

ものだった。体内の 131Iが測定された従業員については、東電の報告した評価の信頼性が

確認された。一方、131I が体内で検出されなかった従業員について東電が報告した評価の

信頼性は確認できなかった。当該状況で 131Iの吸入を推定するのに利用できる方法はいず

れも、実際の摂取量について信頼に足る推定結果を導き出すことができず、その結果得

られる内部被ばくの推定結果には大きな不確かさが伴う。このカテゴリーの作業者は全

体の約 40%であると考えられるが、一般的に、その内部被ばくによる預託実効線量は全

体の平均値よりも低い可能性がある。  

(d) 元請業者が自らの作業者について報告した内部被ばくによる線量の推定値について

は、比較の行われた 19 人のうち 8 人において、本委員会による推定値の約 50%未満であ

ったことが本解析によって示された。他の 11 人では、本委員会の線量推定値が、東電が

当初実施した別の評価（通常は非公表）による推定値とおおむね一致していた。本委員

会は、実施された比較評価の結果から、元請業者が自社の作業者 23について報告した内

部被ばく評価の信頼性を確認できなかった。  

(e) 警察官の内部被ばくによる実効線量は非常に低く、マイクロシーベルト台だと見ら

れている。  

(f) 緊急時対応作業従事者（消防士、自衛隊員など）について報告された内部被ばくに

よる実効線量は 1 例（3.8mSv）を除き、すべて 1mSv 未満であった。ただし、本委員会

が独自に評価を行うための詳細かつ十分な情報がなかったため、本委員会は報告された

被ばく量の信頼性を確認できなかった。 

VI. 健康影響 

156. 本委員会は、被ばくとその影響に関する解釈に基づき、福島第一原発事故に由来する放射線

被ばくの早期および長期の健康影響についての見解を提供した（附録Eを参照）。 

A. 一般的考察 

157. 放射線被ばくによる健康影響に関して現在理解されている事柄は、数十年にわたる臨床経験と、

動物実験、研究室での実験および人々集団の疫学的研究から得られた根拠により実証されたもので

ある。本委員会の任務の一部は、人の健康に対する電離放射線被ばくの影響を広範に精査すること

であり、その多くは最新の刊行物[U7, U9, U10, U12, U13, U16]で報告している。本委員会は、福島

第一原発事故の健康影響の評価において、この既存の知識と理解を公衆（第IV章および附録C）と
作業者（第V章および附録D）を対象とする線量推定に適用した。 

158. 第IV章でも述べているように、公衆の行政区画平均実効線量には不確かさが伴う。沈着密度と

被ばくした集団構成員にある地域的なばらつきが、推定実効線量の平均値付近での分布に影響を

与えている（おおよそ平均の30～50%から平均の2～3倍まで）。このため、一部のケースでは、相当

数の集団がこの分布において最高値に近い部分に属する被ばく線量を受けた可能性がある。 

23 本委員会がこの結論を引き出した後、元請業者作業者の内部被ばくによる線量が日本で再度評価され[M18]、本委

員会は少なくともいくつかの矛盾が解決されたと考えている。元請業者による評価の信頼性を確認できるかどうか
を判定するには、さらなる検討を要し、再評価の詳細な解析が必要であると思われる。 
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159. 一般的に、またより確実な情報が利用できない場合には、何らかの想定を行うことがあり、その

結果として公衆の線量が過大に推定される傾向にあったと思われる。これは特に、放射性核種の経

口摂取による線量を推定する場合や、防護措置をどの程度実施したか特定できなかった場合にあて

はまるだろう。甲状腺に含まれる放射能の現地における直接測定（後の甲状腺がんのリスクが大きく

なる小児期または幼児期での被ばくを受けた人には特に重要な要因）およびホールボディカウンター

による全身測定は、これらの測定で示されている線量よりも本委員会の推定線量がいくぶん高いこと

を示している。その一方、本委員会の推定値よりもいくらか高い線量を受けた人々がいることも否定で

きない。 

160. 作業者の場合、不確かさの度合いが高いのは、主に事故の早期段階における被ばくである。当

時は線量計が不足していたため充分なモニタリングが行えず、甲状腺のモニタリングはすぐに行われ

なかった。 

161. 2012年、W HOは、2011年9月までに入手できた情報を使用した予備的な線量推定値について

発表した[W11]。本委員会の線量推定値は、それよりもかなり広範囲なデータに基づいているが、

WHOが推定した線量のほぼ範囲内であった。WHOは、2013年3月、予備的な線量推定値に基づく

健康リスクの評価について発表した[W 12]。健康影響の推定において根拠となる本委員会の想定は、

全般的にWHOの推定とよく一致していた（附録Eを参照）。 

162. 本委員会はまた、チェルノブイリ原発事故後における経験とそこでの健康影響の直接的な観察

結果を参考にした。福島第一原発事故後の公衆と作業者の放射線被ばくの程度と、高線量に被ばく

した人の数は、チェルノブイリ原発事故後より大幅に小さいことは明らかだった。 

163. WHOの広範な定義における健康とは、身体的、精神的、社会的に良好な状態にあることを指し、

病気でないということだけではない。チェルノブイリ原発事故[U12]と福島第一原発事故の両者から明

らかなことは、大規模な原発事故とそれに関連した防護措置が、生活の混乱、自宅や生活手段の喪

失などによる苦痛や不安を引き起こすという点である。かかる苦痛と不安は精神的および社会的な安

寧に大きな影響をおよぼす可能性がある。このような影響の評価は本委員会の任務には含まれてい

ない。しかしながら、より広範な健康影響を理解する上で重要であったため、本委員会は、放射線被

ばくが直接関与する健康影響の評価を行うにあたり、適宜背景として参照している。 

164. 放射線被ばくに関連する健康影響は従来、2つのカテゴリーに分類されている。 

(a) 確定的影響 通常、短期間に高い線量の放射線を被ばくした後に起き、多数の細胞

が死滅して組織損傷、身体機能への重篤な影響、そして死亡までも引き起こすことがあ

る。このような影響には、急性放射線症、皮膚のやけど、脱毛、甲状腺機能低下症、胎

児の成長過程の障害などがある。ほとんどの確定的影響は、組織ごとに固有のしきい値

を超えた線量に被ばくした後短い期間に発生する（ただし、後になって出現するものも

ある）。通常このような影響のほとんどは、症状の発現パターンが非常に特殊で、訓練

を受けた医療専門家であれば放射線照射の確定的影響であると診断できる。ICRP は、こ

の確定的影響に加えて心血管疾患や白内障を包含する「組織反応」という用語を導入し

ている[I26]。  

(b) 確率的影響 放射線被ばくは、細胞を構成する物質に非致死性の変化を引き起こす

こともある。未修復または修復過誤の異常な細胞が身体の免疫防御から逃れると、将来

の子孫に遺伝的な影響が出たり、「潜伏期」と呼ばれる期間の後、がんなどに発展した

りする可能性がある。現時点では、放射線被ばくがある特定の確率的影響を引き起こし

たかどうかを観察または検査によって見極めることは不可能である。このため、個人が

病気にかかっても、放射線が原因だと明確に結論付けることはできない。ただし、確率

的影響は集団での疾患の発生率上昇という形で現れることがあり、放射線照射後の発生

率は線量の増加に伴って上昇する傾向がある。これにより、被ばくした集団に対する確

率的影響のリスクの上昇を推定することはできる。  

165. 健康影響を考慮する場合、すでに観察されていた疾患と、将来起こりうる疾患を区別することが

重要である。この意味合いにおいて、特に生涯にわたる確率的影響を考慮する際、以下を含む将来

の疾患リスクを表すさまざまな方法を認識することが重要である。 
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(a) 生涯リスク 疾患の生涯リスクとは、特定の時点（被ばく時など）から人生の終了

までに疾患が発生する確率で、さまざまな方法で表すことができる。たとえば、10 分の

1 の罹患リスクは 10%あるいは 0.1 リスクとして示すことができる。「基準生涯リスク」

は、放射線の自然発生源によるバックグラウンドを超える被ばくがない場合、生涯に発

生する疾患の確率を指す。「被ばくによる生涯リスク」24は追加の放射線被ばくによって

生涯に発生する疾患の追加確率である。 

(b) 相対リスク 25 相対リスクとは、2 つの異なるグループの人々の疾患リスクを比較す

るために使われるもので、グループ間のリスクの比である。たとえば、特定の疾患につ

いて、被ばくグループで発生するリスクが、被ばくしていないグループよりも 20%高け

れば、相対リスクは 1.2 になる。被ばくしていないグループにおける特定疾患の基準生涯

リスクが 200 人に 1 人で被ばくグループの生涯リスクが 20%高くなるとした場合、200 人

で 1.2 人（=1/200 × 1.2）あるいは 167 人に 1 人になる。 

166. がんに対する相対リスクが、がんの統計における通常のばらつきを超える程度に高い場合には、

そのリスク値を定量化する解析が可能である（この解析力は、十分な人数のグループが十分に高い

線量に被ばくしたかどうかなどにかかっている）。このような場合、本委員会は、直接的な証拠に基づ

くリスク評価を自信をもって行うことができる。相対リスクがそれほど高くなければ、本委員会はリスクを

推論し、放射線被ばくとその健康影響の関係に関する既存の知識と理解からその値を推定する。たと

えば、被ばくレベルの如何にかかわらず人々における遺伝的影響の発生率の上昇は実証されておら

ず、福島第一原発事故後の公衆または作業者についても実証できないと予想されるが、動物実験に

基づいたリスクの推定が考慮されている。このような推定は、直接的な証拠よりも専門家の判断に基

づいている。直接的な証拠はリスクが著しく過小評価されていないことを示すことができるが、低線量

の場合のリスク推定は、その基盤をなす想定とばらつきのせいで、非常に不確実かつ的中度が低い

ものとなり、同時に誤解を招く可能性も生じる。。 

167. 本章において、本委員会はさまざまな被ばく集団の構成員について被ばくによるリスクの値を推

定している。十分大きな集団において疾患の推定リスクが当該集団における疾患のバックグランド発

生率の通常の統計的ばらつきに比べて十分に高い場合は、放射線照射による発生率の上昇を疾病

統計および疫学的研究において「識別できる」可能性がある。反対に、既存の知識に基づいてリスク

を推定できても、推定されるリスクのレベルが低い場合や、被ばく人数が少ない場合、本委員会は「識

別可能な上昇なし」という表現を使用し、現在利用できる方法では放射線照射による将来の疾患統

計での発生率上昇を実証できるとは予想されないことを示唆した。これは、リスクがないあるいは、放

射線照射による疾患の症例が今後付加的に生じる可能性を排除するものではないと同時に、特定の

集団においてある種のがんの生物学的な指標が見つかる可能性を否定するものではない。さらに、

かかる症例の発生に伴う苦痛を無視するものでもない。 

B. 公衆における健康影響 

1. 観察された健康影響 

168. 本委員会は、被ばくが確定的影響のしきい値を大きく下回っていると理解している。これは、放

射線被ばくを原因として生じ得る急性の健康影響（すなわち急性放射線症や他の確定的影響）が報

告されていないこととも一致している。 

24 WHOの報告書[W12]と本委員会の他の技術報告書では、より技術的な用語「生涯寄与リスク（LAR）」が使用さ

れている。 
25 別の表現では「過剰相対リスク」という。被ばくしていないグループに対する被ばくしたグループでのリスクの比
例的な増加。 
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169. 本委員会は、さまざまな症状と重篤度の異なる、放射線とは関連のない健康影響は評価しなか

った。 たとえば、50人以上の入院患者が、おそらくは低体温や脱水、基礎疾患の問題の悪化により、

避難中または避難直後に死亡したと報告されている[T4]。多くの人は地震、津波、原発事故を原因と

する困難な状況に苦しみ、さまざまな危険に曝されることにより、疾患の身体症状が現れた可能性が

ある。 

170. 精神的な健康の問題と平穏な生活が破壊されたことが、事故後に観察された主要な健康影響

を引き起こした。これは、地震、津波、原発事故の多大な影響、および放射線被ばくに対する恐怖や

屈辱感への当然の反応の結果であった。公衆においては、うつ症状や心的外傷後ストレス障害に伴

う症状などの心理的な影響が観察されており[Y4, Y5]、今後健康に深刻な影響が出てくる可能性が

ある。 

2. 健康リスクの推定 

171. 日本の一般住民における固形がんの基準生涯リスク（すなわち、事故に起因する放射線被ばく

がない場合の固形がんの生涯リスク）は通常、約35%だが、性別、生活習慣や他の要因によって個人

ごとに異なる。事前に本委員会は、典型的な日本の住民が全身吸収線量100mGyを急性被ばくした

と仮定した場合、固形がんの生涯リスクが約1.3%高まると推定していた（すなわち36.3/35 = 1.04の相

対リスク）[U9]。事故による被ばくについて（第VI章および附録C参照）、本委員会は初年度に成人避

難者が受けた地区平均実効線量と福島県の避難区域外で最も影響を受けた地域の行政区画平均

生涯実効線量の双方が最大で約10mSvになると推定した（表6および7）。小児および乳幼児では、よ

り高い行政区画平均実効線量（約2倍）が推定された。個人の実効線量はこの約30～50%から2～3倍
の範囲で変動した可能性がある。この線量でのがんまたは遺伝的な影響のリスクは、たとえば、線量

とリスクの直線的な関係を想定することによって推定できるが、基準となる率の通常の統計的ばらつき

に比べると、推定された相対リスクの値は小さい（すなわち、10mSvの実効線量に被ばくした後の固形

がんの推定相対リスクは約35.13/35 = 1.004）。被ばく集団での健康影響の発生率における一般的な

放射線被ばくに関連した上昇は、基準となるレベルに比べて識別できるようになるとは考えられない。 

172. 放射線被ばくによるがんの生涯リスクは識別可能な疾患発生率の上昇につながらないかもしれ

ないが、原則として一部のがんと年齢層のリスクが増加する可能性は残る。過去の経験に基づき、本

委員会は、リスクの増加が疾患発生率の上昇として識別可能になりやすい臓器、年齢層および期間

に焦点を当てた。さらに、一部の臓器については、幼児期および小児期の被ばくによる相対リスクは、

成人期に比べて大幅に高いに着目した[U16]。被ばくのリスク推定は、これら特定臓器の吸収線量に

関する推定に基づいている。 

173. 甲状腺がんについて 最初の年における成人の平均甲状腺吸収線量は数十ミリグレイの範囲

内だった（表5および6）。この場合、甲状腺がんのリスクは低いと考えられた。本委員会は成人期の当

該被ばく後の甲状腺がんリスクの定量化は行わなかった。 

174. 生涯の間に甲状腺がんが発現する基準リスクは通常、日本の10歳の小児と1歳の乳児で約200
人に1人だが[W12]、非常に感度の高い超音波検査では発見率が数倍上昇することがある。本委員

会は事前に、10歳で被ばくし、その甲状腺吸収線量が200mGyと仮定した場合、リスクはほぼ倍増す

ると推定した（相対リスク2で推定は1.15～4の範囲。附録Eを参照）。ただし、上昇リスクのほとんどは、

被ばく後、長期間にわたるものであり、生涯リスクの約10%のみが最初の20年間に示されている。 

175. 事故による被ばくについて、本委員会は附録Cで説明されている方法を使用し、避難した1歳児

の地区平均甲状腺吸収線量が最大で約80mGyになると推定した（表6）。避難区域外にとどまった乳

幼児については、行政区画平均線量は最大で約50mGyであった（表5）。推定された線量は、個人に

よって大きく異なった（平均の約30～50%から約2～3倍まで）。甲状腺における放射性ヨウ素の直接

的な体外計測では、本委員会の評価で推定されたよりも低い線量を示した（段落117を参照）。附録E
で説明されているように、甲状腺吸収線量のほとんどは、疫学的な研究で甲状腺がんの過剰な発生

率が観察されない範囲内だった。しかしながら、線量が範囲上限に近い場合は、十分に大きな集団

では個人のリスク上昇により放射線被ばくによる甲状腺がんの発生率が識別できるほど上昇する可能
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性があることが示唆される。事故からの放射線被ばくによる甲状腺がんの相対リスクに関するWHOの

推定[W 12]は、本委員会の結果と一致しており、数百ミリグレイ未満の甲状腺吸収線量では線量と反

応に直線的な関係があると想定している。線量分布に関する情報が不十分なので、本委員会は幼少

期および小児期により高い甲状腺線量を被ばくした人について識別可能な程度に甲状腺がんの発

生率が上昇する可能性があるかどうか確固たる結論を導くことはできない。線量が大幅に低いため、

チェルノブイリ原発事故後に観察されたような多数の放射線誘発性甲状腺がんの発生を考慮に入れ

る必要はない。 

176. 白血病について 日本における白血病の生涯基準発生率は約200人に1人もしくは0.5%であり、

小児白血病については約1,500人に1人もしくは0.07%である[I7]。本委員会は事前に、日本の一般公

衆について放射線照射による白血病のリスクを評価した[U9]。1 Gyの赤色骨髄吸収線量を受けた0
～9歳の小児の被ばくによる生涯リスクは、0.11%から0.85%の範囲になると推定した。乳幼児が被ばく

した場合、白血病のリスクのほとんどは小児期に現れる。福島第一原発の事故では、本委員会は避

難した乳幼児の地区平均と避難区域外の乳幼児の行政区画平均の双方で、初年度の赤色骨髄吸

収線量が最大で約10mGyになると推定した。事故からの放射線被ばくによる白血病リスクに関する

WHOの推定[W 12]は、本委員会による事前の評価と概ね一致している。被ばくおよびリスクや被ばく

した集団の大きさを考慮すれば、小児白血病のいかなる増加も識別できるとは予想されない。 

177. 乳がんについて 日本人女性における乳がんの生涯基準リスクは約5.5%である[W 12]。本委員

会は事前に、一般の日本人女性が乳房に吸収線量100mGyを受けたと仮定した場合の乳がんの生

涯リスクは約0.3%になると計算していた[U9]。成人の被ばくと小児期の被ばくにおけるリスクの差異に

関する評価結果は、使用されるモデルによって異なる[U16]。一部の研究では、小児期に被ばくした

後の乳がんのリスクは、成人として被ばくした後のリスクよりも3～5倍高くなるとされている[U16]。本委

員会の推定では、避難前および避難中の女児の地区平均乳房吸収線量は10mGy未満であった。本

委員会は、放射線による乳がん発生率の上昇が識別可能なレベルになるとは予測していない。 

178. 出生前被ばくについて 福島第一原発での事故による出生前被ばくが原因で、自然流産や流

産、周産期死亡率、先天的な影響または認知障害の発生率が上昇するとは予測されていない。しか

しながら、本委員会は事前に、約10mGyの胎内吸収線量が小児期のがん、特に白血病の発生率上

昇につながる可能性があると推定した（相対リスクは1.4） [U7]。少数の妊婦の子宮吸収線量が約

20mGyであったかも知れず、その場合胎児の白血病リスクが倍増する可能性は除外できない。ただし、

関与した妊婦の人数は比較的少なく、小児がんも稀な疾患である。このため、リスクのいかなる増加も、

小児白血病または他の小児がんの発生率の識別可能な上昇にはつながらないと予測されている。 

3. 集団検診 

179. 福島県民健康管理調査[A4, Y4, Y5]は、「県民の被ばく線量の評価を行うとともに、県民の健康

状態を把握し、疾病の予防、早期発見、早期治療につなげる」ために開始された。この中には、事故

発生時の福島県の住民200万人全員の外部放射線被ばくを推定するための基本調査のほか、超音

波診断による小児の甲状腺検査、特定の集団では健康診査、心の健康度・生活習慣に関する調査、

妊産婦に関する調査が含まれている。この調査は、30年間継続するよう計画されている。 

180. 甲状腺超音波検査は、2011年3月11日に18歳以下であった福島県民全員（約36万人）につい

て行われる予定で、3年で終了すると見られている（2014年3月）。その後、小児は20歳になるまで2年
ごと、その後は5年ごとに甲状腺の検査を受ける[Y5]。2013年7月末までに福島県に居住する約17万
5000人の小児が高感度の新型超音波機器を使った甲状腺検査を受けた[F3]。甲状腺結節が調査対

象者の約1%、甲状腺嚢胞が調査対象者の約40%で見つかった。類似した機器を使用し、約4000人
の小児および青年期の人を対象とした調査が、事故の影響をほとんど受けていない青森、山梨およ

び長崎でも行われ[T5]、観察された甲状腺結節および嚢胞の罹患率は福島県で観察された発生率

よりも高かった。これは、当該調査での結節と嚢胞の高い発見率は、検査が集中的で、使用機器の感

度が高いことが原因であり、事故によって付加された放射線被ばくによるものでないことを示唆してい

る。 
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181. 福島県で進行中の超音波検査では比較的多くの甲状腺異常（がんを含む）が発見されると見ら

れているが、これらは通常、そうした集中的な検診をしなければ検出されなかったと考えられる [J8, 
W12]。甲状腺がんは、臨床的な疾患のない対象者でも剖検で見つかることがよくあり、当該調査でも、

このようながんが見つかる可能性が高い。事故の影響を受けていない地域における集団の甲状腺が

ん発生率の調査は、そのような集中的な検診の影響を推定するのに有用な情報を提供するだろう。 

C. 緊急時の作業に携わった作業者の健康影響 

1. 観察された健康影響 

182. 緊急時作業に従事していた作業者の間では、放射線被ばくが原因で生じた可能性のある急性

の健康影響（すなわち急性放射線症や他の確定的影響）や死亡は確認されていない。 

183. 元請業者の作業者3人が2011年3月、足と下肢の皮膚がタービン建屋の汚染水に暴露された後

に入院した。本委員会は、東電の推定した線量は皮膚の損傷しきい値を大きく下回っていたことを確

認しており、当該作業者は4日後に退院し、長期的に多大な危害があるとは見られていない。 

184. 放射性ヨウ素の甲状腺への取り込みを阻止するため、緊急時作業に従事していた約2000人の

作業者に約1万7500錠のヨウ化カリウムが投与された[K11]。約230人の作業者が、(a) 14日を超えてヨ

ウ化カリウム錠を繰り返し摂取したか、(b) 20錠を超えて摂取したため、健康診断を受けた。作業者か

ら副作用の報告はなかったが、甲状腺ホルモンレベルの変化が8人の作業者で観察された。3例では、

変化が一時的だった。他の4例では、観察された甲状腺機能低下症の率が男性集団の基準レベルと

同等だったため、変化がヨウ化カリウム錠の摂取によるものと考えることはできなかった。 

185. 当初の観察では、緊急時作業に携わった福島第一原発作業者の間で重篤な心理的影響が確

認された[M8, S7, S8, W 1]。このような影響は、地震、津波、非常に過酷な作業環境、家族の死亡、家

族との別離、緊急時作業中の困難な住環境、将来における放射線の影響の可能性に対する懸念、

放射線作業者であることに関連した差別と屈辱感の影響による苦痛と不安など、数多くの原因が考え

られる。 

2. 推定されている健康へのリスク 

186. 将来の確定的影響のリスクについて 13人の作業者が131Iの吸入により2～12Gy の範囲で甲状

腺吸収線量を受けたと見られている（平均線量約5 Gy）。このような線量推定の規模と内在する不確

かさを考慮すれば、本委員会はより多く被ばくした作業者での甲状腺機能低下症の可能性を排除で

きないが、かかる影響の可能性は低い。被ばく量の最も高い作業者の放射線被ばくによる心血管疾

患のリスクは非常に低い。本委員会は、ベータ線からの作業者の眼水晶体の被ばくに関する情報が

不十分だったため、白内障のリスクについて、情報に基づく判断を行うことはできなかった。 

187. 一般的ながんについて ほとんどの作業者では（2012年10月31日現在、2万4832人の99.3%）、

実効線量は低く（100mSv未満）、平均して約10mSvであった。推定値が伴うばらつきと不確かさを考

慮に入れても、大多数の作業者の線量は、疫学的な研究でがんのリスクが上昇すると実証されている

線量を下回っていた。推定によるリスクモデルは、このような線量でもリスクが上がることを示唆してい

るが、かかるリスクは低く、このグループの作業者で、放射線被ばくを原因とする健康影響が識別可能

なほどになるとは予測されていない。 

188. 本委員会は、多くの作業者が数十ミリシーベルトの実効線量を受けたことと、2012年10月31日
現在、作業者の約 0.7%（173人に相当）が100mSv以上の実効線量を受け、その平均線量は約

140mSvであったという東電による推定を確認した。このグループでは、がんのリスクが少し高まると予
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測されている。被ばく作業者で構成されるこの小集団の場合、基準リスクが約40%であることから、自

然発症的に生じるがんが約70症例あることになり、それに対してリスク推定によりがんの発症が約2～3
症例増すことになる。ただし、このような予測には大きな不確かさが含まれている。当該作業者の間で

のがんのリスクは日本の保健当局にとってもっともな懸念事項ではあるが（段落191を参照）、がん発

生率や他のリスク要因における通常の統計的ばらつきを考慮すれば、放射線被ばくによるがんの発

生率上昇が識別できるようになるとは予想されない。ただし、高い線量に被ばくした作業者の小集団

と特定のがんについては特に注意を払う必要がある。かかる結論は、次に示すように甲状腺がんと白

血病に関するものである。 

189. 甲状腺がんおよび白血病について  本委員会は、約2000人の作業者が100mGyを超える甲

状腺吸収線量を受けたという東電の推定を確認した。100～1000mGyの範囲で成人期に被ばくした

後の甲状腺がんのリスク上昇の証拠は、かなり不確かである（附録Eを参照）。しかしながら、推定され

るリスクの規模では、この作業者グループ内での甲状腺がんの発生率上昇を識別できる可能性は低

い（すなわち、放射線被ばくによる発生率の上昇は、バックグラウンド発生率での統計的ばらつきに比

べて低い）。 

190. 甲状腺がんのリスクは、2～12Gyの範囲で甲状腺吸収線量を受けた13人の作業者グループで

は特に高いが、かかる線量で被ばくした作業者の人数が少なすぎるため、甲状腺がんの発生率上昇

を識別できない。本委員会は、白血病リスクに関わる赤色骨髄吸収線量が、これらの作業者で最大

100mGyになると推定した。このグループの作業者が少ないため、がんの発生率上昇を識別できると

は予測されていない。 

3. 集団検診 

191. 厚生労働省は2011年8月、「東電福島第一原発作業者の長期健康管理に関するグランドデザイ

ン」を発表した[M14]。福島第一原発サイトでの緊急時および復旧時の管理に従事した作業者の被

ばく・健康記録を含むデータベースが構築された。被ばくレベルが最も高い作業者に対しては、年一

度の眼（水晶体混濁）の検査ならびに甲状腺、胃、大腸そして肺におけるがんに関するモニタリング

を含む特別な健康診断が実施される。これらの作業者の超音波検査によって必然的に甲状腺がん

の発見率が上昇するが、検出された症例のほとんどは、放射線被ばくとは関係なく生じたものと予測

される。 

VII.  ヒト以外の生物相の線量と影響の評価 

A. 緒言 

192. 人間と同様に、自然環境のあらゆる生物が生息地の放射性物質で内部および外部被ばくする

可能性がある。本委員会は1996年[U6]および2008年[U12]の報告書の科学的附属書で、かかる被ば

くの結果を評価した。本委員会は、被ばくの最も高い個体生物に対して100µGy/h未満の慢性的な線

量率は、ほとんどの陸生生物群集の個体群に重大な影響をおよぼす可能性は低く、水生生物群集

のいずれの個体に対して400µGy/hの最大線量率は個体群レベルでは有害な影響をおよぼす可能

性も低いとの結論に達した[U12]。その他の基準線量率は、主に環境防護の目安として導き出されて

きたものであり[A10, G2, I22]、本委員会の提供した線量率と概ね一致している。 

193. 本委員会は、陸域、淡水、海洋生態系に生息するヒト以外の生物相への福島第一原発事故の

影響も調査した。その評価は主に、本委員会に提供された計測データ、その他の関連報告書、発表

済みの学術論文に基づいて実施された。放射線被ばくは、事故後の中期（最初の約2ヶ月）と後期

（数ヶ月から数年）について検討した。詳細な検討の対象となった地域は、福島県と福島第一原発サ



附属書 A: 2011 年東日本大震災後の原子力事故による放射線被ばくのレベルと影響 53 

イトから約100km内にある隣県の最も影響を受けた地域で、7,000km2の陸地と海岸から沖合30kmの

圏内が含まれる。被ばく線量の推定に用いた方法、関連する不確かさおよび結果の詳細については

附録Fに記載されている。 

B. 被ばくと影響 

1. 陸域生態系 

194. 大型哺乳類の内部および外部被ばくから推定した加重吸収線量 26を挿入した地理的分布を図

Xに示す。 

図X．大型哺乳類における加重吸収線量率の補間推定値の地理的分布 

 

195. 事故の後期（2011年6月）に測定された動物体内の放射性核種濃度から、陸生哺乳類と

鳥類は137Cs沈着密度のほとんどの範囲を含む地域で1.2～2.2µGy/hの線量率に被ばくしたと推

定された。この線量は、環境内で自然に存在する放射性核種からの線量率に比べて約1桁大き

26 放射線の質を考慮に入れるために加重された（UNSCEAR 2008年報告書[U12]附属書 Eの段落 122～129を参照）。 
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いものである [B5]。中間期の早い段階には大熊町など沈着密度の高い地域の土壌生物で

300µGy/hの線量率が推定された。極めて短い半減期の放射性核種132Teおよび132Iが含まれてい

るため、短期間（数時間から数日）に一部の生物で線量率が最大で1mGy/h（1,000µGy/h）に

達したことを示唆している。これらの線量は、100µGy/hの基準レベルより高いものの、観察

できるほどの影響を集団におよぼす可能性は低く、いかなる影響も一過性であったと思われ

る[U12]。  

196. 事故後の後期には、沈着密度の比較的高い地域で特定の種（特に哺乳類）の個体への潜在的

な影響のリスクがあった可能性があるが、陸生生物相の個体群集団への観察可能な影響が出た可能

性は低いと考えられている。しかしながら、さまざまなタイプの生物学的指標の変化（特に哺乳類）

[G5]を無視することはできない。かかる影響は沈着密度が最も高い地域の後期にまで残存する可能

性がある。 

197. いくつかの現地調査では、福島第一原発からの放出の影響を受けた地域での影響が報告され

ている。鳥類や昆虫の個体数減少[M22, M23]、チョウの形態学的や遺伝的障害[H6]などである。被

ばくと影響の関係は、これらの研究では明確になっていない。さらに、この観察内容は本委員会の評

価と一致しておらず、観察された環境への影響の原因として、津波自体の影響などとともに放射線被

ばくが重要な要因のひとつかどうかを立証するには、さらなる解析が必要であることを示唆している。 

2. 水域生態系 

198. 淡水生態系について 淡水魚で計算された線量率は、自然のバックグラウンドレベルを1桁以上

回ることもあるが（ [H13]を参照）、慢性的な被ばくに関するしきい値レベル（これを上回ると淡水生物

への影響が予測されるレベル）には達しなかった。 

199. 海洋生態系について 生物試料を入手できる海岸地域では、2011年5月10日から2012年8月12
日までの期間の線量率は基準レベルに比べて低かった。あらゆる生物群に対してまとめられた線量

率の算術平均で最も高い線量率は、0.10～0.25µGy/hの範囲にあった。かかるレベルは海洋環境の

バックグラウンド線量率と同程度である[H13]。 

200. 最も高い線量率は、福島第一原発サイトに近い北側排水路口の動的モデルを用いて、事故の

中間期（2011年5月10日よりも前で、生物試料は取得できていない）における海水中の推定濃度から

計算された。魚類では、最大推定線量率（約140µGy/h）が1ヶ月目に生じ、1年間にわたる積算線量

は約0.32Gyであった。主要な構成核種が131Iであったため、同じ場所の大型藻類で計算された最大

被ばく（20mGy/h超）は事故後23日で生じたが、急速に減少した。1年間にわたる大型藻類の積算線

量は約7Gyであった。報告された基準レベル[G2, I22, U6]と比較すると、計算された線量は、放出地

点に非常に近い場所における大型藻類の一過性の被ばくは除き、個体群への観察可能な影響が予

測されるレベルを大きく下回っていたことを示唆している。 

201. 2012年8月現在、海水魚では、販売と消費にかかる日本の基準値（100Bq/kg、新鮮重量）を上

回る放射性核種濃度レベルの海水魚がまだ見つかっている[B24]。このようなレベルは公衆の放射線

防護には関わる可能性があるが、ヒト以外の生物にとっては、これに対応する線量率は重要ではなく、

適切な基準レベルを大きく下回っている。 

202. 本委員会は、陸域および水域（海洋および淡水）環境の双方について、ヒト以外の生物相への

影響の可能性は地理的に限られており、当該評価で考慮された地域以外では、生物への影響の可

能性はごくわずかであるとの結論に達した。本委員会は、海洋環境への放出が2013年12月末の時点

で継続している点にも留意した。これは、今後、被ばくと傾向のさらなる追跡調査が必要であることを

示唆している。 
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VIII. 要約および結論 

203. 2011年3月11日の午後、マグニチュード9.0の地震が日本を襲い、1時間以内に最初の津波が本

州北部、東北地方の海岸に到達した。「東日本大震災」と呼ばれるこの自然災害は甚大な被害をもた

らし、2万人の生命が失われたほか、基幹施設や経済、社会に打撃を与えた。 また、福島第一原子

力発電所（「福島第一原発」または「FDNPS」）が深刻な被害を受け、当時運転中だった3基の原子炉

で炉心が溶融し、多量の放射性物質が大気中と太平洋に放出された。福島第一原発での事故は急

速に進展したため、発電所の近隣住民（主に20km圏内）による「予防的避難」が（数日以内に）行わ

れた。、その後、さらに遠いながらも放射性物質の沈着密度が高い地域に対して「計画的避難」が（数

週間から数ヶ月内に）行われた。 

204. 本委員会が国連総会へ提出した報告書の科学的附属書である本書は、福島第一原発での事

故による放射線被ばくのレベルに関する本委員会の評価結果を記すとともに、人々の健康への影響

とヒト以外の生物相への影響について評釈したものである。本委員会は、環境への放射性核種の拡

散と沈着、公衆と作業者の被ばく、健康上のリスクと影響、ヒト以外の生物相での被ばくと影響につい

て考察した。また、将来の研究と調査を必要とする数多くの問題を明示した。 

205. 本委員会は、公式的には、2012年9月（事故から18か月後）までに入手できた、日本政府に要

請し提供を受けたデータ、公表データおよびその他の有用なデータセットを使用した。一部のさらに

新しい情報についても、特にそれが適切であった場合、考慮に入れることとした。本委員会は使用済

燃料および損傷した燃料の除去と施設の閉鎖、福島第一原発サイト内外での修復作業に関して多

大な問題が残っている点を認識している。太平洋への放射性物質の放出は本書の発行時点でまだ

継続している。公衆と作業者の大規模な健康調査も行われており、今後も長年にわたって続けられる

予定である。本委員会では、福島第一原発での事故後の被ばくと影響を適切な時期に再評価するこ

とが妥当であると考えている。このアプローチは、チェルノブイリ原発事故後、20年以上にわたり本委

員会が複数回行ってきた再評価とも合致するものである[U4, U7, U8, U12]。 

A. 線量推定の基準 

206. 本委員会は、131Iおよび137Cs（人間と環境の被ばくという観点で最も重要な2つの放射性核種）

の大気中への放出に関する既存の推定の再検討を行った。これらの放射性核種の範囲は概ね、そ

れぞれ100～500ペタベクレル（PBq）と6～20PBqである。公表された推定値の平均はそれぞれ、チェ

ルノブイリ原発事故で推定された大気中への放出の約10%と20%である。多くの場合、大気中に放出

された放射性物質は気象条件によって本州の上で拡散し、(a) 乾性沈着と (b) 雨および雪に伴う湿

性沈着によって地表に沈着した。主な沈着は福島第一原発サイトの北西で生じたが、同サイトの北、

南、および西でも多大な沈着が発生した。 

207. 本委員会は通常、外部被ばくによる線量と吸入による線量を推定する基準として沈着の測定値

を使用した。経口摂取による線量は主に、食品と飲料での放射性核種の濃度に関する利用可能な情

報に基づいて推定された。本委員会は、被ばく当時の測定データを利用できない場合（主に20km圏

内から予防的避難をした個人など）や測定データを取得できなくなっている場合において線量を推定

するため、ソースタームの推定、大気輸送・拡散・沈着モデル計算（ATDM）解析からの結果、事故の

進展に関する知見を使用した。この目的のために、本委員会は公表されているソースタームに依拠し、

放射線影響学的に主要な放射性核種131Iおよび137Csの放出量をそれぞれ120 PBqと8.8 PBqとした。

これらは公表されている推定値の範囲では下限に近い位置にあり、総放出量を過小評価している可

能性もあるが、本委員会はこのソースタームを日本の陸域での拡散の結果として発生した線量の推

定には適切である、すなわち日本の公衆が受けた線量を推定するのに適したものであると評価した。 

208. 本委員会は、公衆に対する線量評価では多くの独立した情報源（たとえば、環境中の放射性核

種濃度のデータ）を使用できたが、作業者の線量評価においては、東電、元請業者、下請業者およ

び日本の当局から提供されたデータに頼らねばならなかった。本委員会は、福島第一原発の2万人
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を超える作業者（東電作業者、元請業者、下請業者）の外部および内部被ばくによる線量に関する情

報を使用することができた。さらに、原子炉を安定化させて放出を防止する作業中、および原発サイト

内外でのより一般的な作業中に被ばくした他の作業者カテゴリーへの線量についても入手できた。こ

の中には、地震と津波で損傷した重要な基幹施設を復旧するための活動などに従事していた、日本

人以外の人が受けた線量が含まれていた。線量推定方法についての詳細な情報が本委員会に提供

され、これによって本委員会は、かかる方法が目的に適しているかどうかを評価することができた。 

B. 公衆の被ばく 

209. 本委員会は、ミリシーベルト（mSv）で示される数量「実効線量」を使用して、一般公衆の電離放

射線に対する被ばくを推定した。また、いくつかの臓器について、ミリグレイ（mGy）で示される臓器ご

との吸収線量も推定した。この推定は、20歳の成人（あらゆる成人の代表）、10歳の小児（5歳を超える

小児すべてを代表）、1歳の幼児（0～5歳の乳幼児すべてを代表）について行われた。避難者以外の

線量を計算するために使われた区域内の異なる場所での沈着密度の測定値は、行政区画平均の30
～50%から2～3倍までと多様だった。線量推定がATDM解析の結果に基づいて行われた避難者の

場合、ソースタームとATDMの選択によって値が約4分の1から約4倍に過小評価または過大評価され

ている可能性がある。また、本委員会が使用した方法（防護対策の想定など）では、ある程度の過大

評価が生じている可能性がある。本委員会が行った内部被ばくによる線量推定の結果と、限定的な

がら事故後すぐに行われた全身および甲状腺の体外計測に基づく推定結果との比較が、これらの見

方を支持している。 

210. 本委員会は、典型的な避難地区の住民および県内の避難区域以外の行政区画および他都道

府県での、事故から最初の1年間における実効線量を推定した（表10を参照）。福島第一原発からの

放出による福島県の避難区域および避難区域外における成人の平均実効線量は、数ミリシーベルト

から約10ミリシーベルトの範囲である。10歳児および1歳児の実効線量は、約2倍高いと推定された。

隣県および日本の他の地域では、線量はより低かった。参考情報として、日本で自然のバックグラウ

ンド放射線から年間に受ける平均実効線量は約2.1mSvである。 

211. 被ばく量が最も多い人々の平均甲状腺吸収線量は成人で最大約 35mGy、1歳児で最大約

80mGyであった（表10）。これは、自然のバックグラウンド放射線からの甲状腺吸収線量よりもかなり高

い。自然に発生する放射線源からの年間平均甲状腺吸収線量は通常1mGy程度である。事故の影

響がより軽微な日本の他の地域では、甲状腺吸収線量ははるかに低かった。 

212. 本委員会は、避難した一歳児の赤色骨髄に対する地区平均吸収線量を最大で約10mGyと推
定するとともに、避難区域外では行政区画平均線量を最大で約6mGyと推定した。避難した女児およ

び成人女性についての地区平均乳房吸収線量は、すべての年齢層で最大で約10mGyと推定した。

胎児および乳児の線量の推定値は明示しなかったが、それぞれ成人および1歳児と同程度であった

と考えられる。 

213. 本委員会はまた、3つの年齢層について、事故後最初の10年と80歳までの行政区画平均およ

び県平均線量を予測した。一般的に、最初の10年間における行政区画平均または県平均の実効線

量は、事故後1年目の線量の最大2倍になり、80歳までの線量は、環境修復策が講じられなければ最

大で3倍高くなると推定された（長期的に見て、環境修復策が講じられれば、被ばくが低減される）。参

考情報として、日本での自然放射線源からのバックグラウンド被ばくによる80歳での積算線量は、平

均で約170mSvである。 

214. 20km圏内の住民の避難によって、避難者の線量は大幅に低減した。本委員会は、これによっ

て回避された実効線量が成人では最大50mSv、避難によって回避された1歳児の甲状腺吸収線量は

最大で約750 mGyになると推定している。 
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表10．日本の避難地区および避難区域外の典型的な住民における事故後1年間の行政区画または

県平均実効線量および甲状腺吸収線量推定 

線量は、放射線の自然源によるバックグラウンド線量に追加したものである。推定は異なる場所の住民が受けた平均線量の

特徴を説明するよう意図されており、これらの場所の集団内の個人が受けた線量範囲を反映するものではない。データが不

十分な場合には仮定を行なっており、そのため実際の平均線量を過大評価している可能性がある（第IV章のセクションEおよ

びFを参照）。 

居住地 
実効線量 

(mSv) 
甲状腺吸収線量 

(mGy) 

成人 1歳児 成人 1歳児 

避難をした地区  

予防的避難区域の地区（双葉町、大熊町、富

岡町、楢葉町、広野町、および南相馬市、

浪江町、田村市の一部、川内村、葛尾村の

一部） 

1.1～5.7 1.6～9.3 7.2～34 15～82 

計画的避難区域の地区（飯舘村、および南

相馬市、浪江町、川俣町、葛尾村の一部） 4.8～9.3 7.1～13 16～35 47～83 

避難をしていない地域 

福島県の避難区域外 1.0～4.3 2.0～7.5 7.8～17 33～52 

宮城県、群馬県、栃木県、茨城県、千葉県、

岩手県 
0.2～1.4 0.3～2.5 0.6～5.1 2.7～15 

日本のその他の県 0.1～0.3 0.2～0.5 0.5～0.9 2.6～3.3 

C. 作業者の被ばく 

215. 2012年10月末までに約2万5000人の作業者が福島第一原発サイトで緊急時対応作業や他の

活動に従事した。事故後19か月間の当該作業者の平均実効線量は約10mSvであった。この期間に

10mSvを超える実効線量を受けた作業者は約34%で、100mSvを超える実効線量を受けた作業者は

0.7%（173人に相当）、報告された最大実効線量は679mSvであった。 

216. 本委員会では、内部被ばくによる預託実効線量が100mSvを超えていた12人の作業者（合計13
人27のうち）について、内部被ばくによる線量を評価した。その目的は、当該作業者に関して報告され

た線量の信頼性を判断することである。本委員会は、当該作業者が131Iの吸入による甲状腺吸収線

量を2～12 Gyの範囲で受けたことを確認した。 

217. 全体として、東電が行った従業員の線量評価は、健康影響を査定するのに適したものであった。  
しかし、特に個人放射線モニターを十分活用できなかった事故後早期（数日から数週間）の線量の推

定には不確かさが伴っていた。さらに、短半減期放射性核種（132Te、133Iなど）の影響について信頼に

足る推定を行うには、体外計測の開始が総じて遅すぎた。事故の非常に早い段階での職業的被ばく

を詳しく特徴付けるには、さらなる作業が必要である。 

27 本委員会が被ばく量の最も高い作業者 12人の線量を独自に評価した後、日本の関係機関が 2013年 7月、内部被ば

くによる線量の推定値を再評価した。これにより、預託実効線量が 100 mSv を超える東電作業者がさらに 1 人同定

された（内部被ばくによる実効線量が 100 mSvを超えた作業者は合計 13人）。本委員会は、この 13人目の個人につ
いて内部被ばくによる線量について、情報を取得した時期が遅かったため独自の評価を行っていない。 
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D. 公衆と作業者の健康影響 

218. 作業者と一般市民において、事故による放射線被ばくに起因する可能性がある急性の健康影

響（すなわち急性放射線症や他の確定的影響）は観察されていない。公衆と作業者でこれまでに観

察された最も重要な健康影響は、精神衛生と社会福祉に関するものと考えられており、地震と津波の

甚大な影響で家族や友人を失い、生活手段も失って避難を余儀なくされたこと、および原発事故の

影響（避難の長期化や生活手段の喪失だけでなく、電離放射線が健康にもたらす実際のリスクと認

知されたリスクに関わる恐怖や苦悩を含む）が関係している。かかる健康影響の発生と重篤度の推定

は本委員会の権限の範囲外であるが、福島第一原発での事故の総合的な健康影響を考慮する際、

精神衛生および社会福祉に関わる情報を得ることは重要である。 

219. 確率的な健康影響（がんなど）のリスクは、福島第一原発事故により被ばくした人々（公衆と作業

者）の大半で推定された線量よりもはるかに高い水準の線量の場合において、かなり合理的に定量

化されている。被ばく集団が十分に大きく、その疾患リスクの推定が、同集団における当該疾患の基

準発生率の通常の統計的ばらつきに比べて十分に高ければ、放射線照射による発生率上昇を疾病

統計情報で識別できる可能性がある。反対に、リスクが小さいか、既存の知識とリスクモデルに基づい

て推定することのみが可能な場合、および/または被ばくした人数が少ない場合、本委員会は「識別

可能な上昇なし」という言葉を用いて、現在利用可能な方法では、疾患統計において放射線被ばく

による疾患発生率の上昇を実証できるとは予想されないことを示唆した。これは、放射線照射による

疾患症例が将来過剰に発生する可能性を排除するものではないと同時に、かかる症例が発生した際

に伴う苦痛を無視するものでもない。  

1. 公衆の健康影響 

220. 避難者および避難区域以外で事故の影響を最も受けた地域の集団の最初の1年間における平

均実効線量は、成人で約1～10mSv、1歳児ではその約2倍になると推定された。リスクモデルを使用

して推論した場合、この程度の線量でもがんのリスクがわずかに上昇することが示唆されるが、一般的

な集団における事故の放射線被ばくによる疾患発生率の全体的な上昇は、日本人の基準生涯リスク

（あらゆる固形がんにおいて平均35%であるが、性別、生活習慣や他の要因によって個人差がある）

に対して検出するには小さ過ぎる。 

221. 上記のとおりであるにしても、これまでの経験では、特定の集団（特に胎児としての被ばく後、あ

るいは乳幼児期・小児期の被ばく後）における特定のがんの相対リスクは集団の平均よりも高くなる。 

222. 甲状腺がんについて 幼少期・小児期において放射性ヨウ素に線被ばくした後、人生の後年に

生じる甲状腺がんは、前述の点でおおいに関係がある。予防的避難を行った集団の地区平均甲状

腺吸収線量は、1歳児の場合最大で約80mGyになると推定された。ATDM解析の結果に基づいた平

均の推定には不確かさが伴っており、線量がさらに高かった可能性もあるが、体外計測による甲状腺

モニタリングのデータは、平均甲状腺吸収線量が最大で5倍程度高く推定されている可能性があるこ

とを示唆している。線量のほとんどは放射線被ばくによる甲状腺がんの過剰発生率を確認できないレ

ベルであった。しかし、そのなかで上限に近い甲状腺吸収線量では、充分に大きな集団において識

別可能な甲状腺がんの発生率上昇をもたらす可能性がある。幼少期および小児期により高い甲状腺

線量に被ばくした人々の間で甲状腺がん発生率が上昇するかどうかを見極めるという点に関して本

委員会が確固たる結論を導くには、線量分布に関する情報が充分ではなかった。福島第一原発事

故後の甲状腺吸収線量がチェルノブイリ事故後の線量よりも大幅に低いため、福島県でチェルノブイ

リ原発事故の時のように多数の放射線誘発性甲状腺がんが発生するというように考える必要はない。 

223. 白血病について 本委員会は胎児および幼少期・小児期に被ばくした人の白血病のリスクを検

討した。また、特に若年時に被ばくした人の乳がんのリスクも検討した。評価された線量と利用可能な

リスク推定に基づき、本委員会は、当該集団でのかかる疾患の発生率が識別可能なレベルで上昇す

るとは予測していない。 
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224. 本委員会は妊娠中の被ばくによる自然流産、流産、周産期死亡率、先天的な影響、または認

知障害が増加するとは予測していない。さらに、本委員会は福島第一原発事故で被ばくした人の子

孫に遺伝的な疾患が増加するとも予測していない。 

225. 福島県民の長期的な健康状態を確認し（妊娠や出産に関する調査を含む）、今後の健康で安

心な生活を促進すると同時に、長期的な低線量放射線被ばくが予期できない健康影響をもたらすこ

とがないかを調べるため、約200万人の住民を対象とした福島県民健康管理調査が開始された。

2011年3月11日に18歳以下だった福島県の子供全員（約36万人）に対して甲状腺超音波検査が行

われ、3年以内に完了する予定である（2014年3月まで）。福島県での継続的な超音波検査により、比

較的多数の甲状腺異常が見つかったが、これは福島第一原発事故の影響を受けていない地域での

類似した調査に一致している。福島県での継続的な超音波検査では、このような集中的検診がなけ

れば通常は検出されなかったであろう甲状腺異常（多数のがん症例を含む）が比較的多数見つかる

と予測されている。事故の影響を受けていない地域における集団の甲状腺がん発生率の調査は、そ

のような集中的な検診の影響を推定するのに有用な情報を提供するだろう。 

2. 作業者の健康影響 

226. 緊急時対応作業や他の活動に従事した約2万5000人の大半（2012年10月31日の時点で99.3%）

において、報告された実効線量は100mSv未満で、平均は約10mSvであった。リスクモデルは、かかる

線量での放射線被ばくによる疾患リスクが低いことを示唆している（ただし、線量の増加とともにリスク

は上昇する）。主に外部被ばくにより100mSvを超える実効線量を受けたと見られる173人の作業者

（平均は約140mSv）については、約40%の固形がんの基準生涯リスクに基づき自然に発生するがん

約70症例に加えて、2～3症例のがんが過剰に発生することがリスク推定で示されている。しかしなが

ら、このような予測には大きな不確かさが伴っており、この小規模なグループでのがん発生率の上昇

を、がん発生率のばらつきに対して識別することはできない。この作業者グループで他の疾患の増加

は予測されていない。ただし、本委員会は、眼の水晶体のベータ線被ばくによる白内障のリスクは推

定できていない。 

227. 131Iの甲状腺吸収線量が2～12Gyの範囲だったと推定される13人の作業者27については、甲状

腺がんの発現リスクの上昇を推定することができる。しかし、被ばくした人数は非常に少なく、甲状腺

がんの発生率上昇を識別できるほどではない。推定された線量値には不確かさが伴うので、最も被

ばくした作業者における甲状腺障害（甲状腺機能低下症など）の発現の可能性を完全に排除するこ

とはできないが、このような障害が発生する可能性は低い。 

228. 100mSvを超える実効線量を受けた作業者は特に入念に検査されており、放射線関連の健康

影響が後日発生する可能性を考慮して、甲状腺、胃、大腸、肺の検診を毎年受けている。これらの作

業者の超音波検査と注意深い医学的モニタリングにより、甲状腺がん（および他のがん症例）の発見

率は上昇するだろうが、検出された症例の大多数は、放射線被ばくとは関係なく発現したものである

と予測される。 

E. ヒト以外の生物相への放射線被ばくと影響 

229. 本委員会は、事故後のヒト以外の生物相に対する線量とそれに関連する影響の評価を、本委

員会が事故発生前に実施した同様の影響に関する一般的な評価と比較しながら行った。事故後のヒ

ト以外の海洋と陸生の生物相における被ばくの程度は、地域的なばらつきによりいくつか例外があっ

た可能性はあるが、全体として、急性的な影響を観察できないほどに低いレベルであった。一般的に、  

(a) 海洋環境におけるヒト以外の生物相への影響は、放射能濃度の高い水が海に放出さ

れた場所の近傍域に限られている。 
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(b) 特定の陸生生物（特に哺乳類）における生物学的指標の継続的な変化を無視するこ

とはできないが、集団個体群保全での重要性は不明である。いかなる放射線の影響も、

放射性物質の沈着密度が最も高い地域に限定されている。この地域以外では、生物相へ

の影響の可能性は無視できる。  

F. 将来の科学的研究の必要性 

230. チェルノブイリおよびスリーマイル島における原発事故の場合と同様、今後数年から数十年にわ

たり、事故の進展に寄与する要因や環境への放出、その結果生じた公衆、作業者、環境の被ばく、

関連のある健康上のリスクについてさらなる情報が継続的に提供されることになる。本委員会は、事

故後3年近く経つ現在、原発サイト内の作業者の集団実効線量が必然的に上昇していること、放射能

汚染水が原発サイト内で漏えいしていること、地下水が放射性核種を水域環境に運んでいる（ただし

制御対策も採られている）ことを認識している。本委員会による評価の信頼性を拡げ、確証し、向上さ

せるための科学的な研究を行うことが望まれる。科学的研究に関する主な優先事項を以下に記す。 

(a) 事故の進展や放出中の気象条件に関するより良い理解と、大気輸送、拡散および沈

着のパターンを再構築するためのモデル予測の利用に基づき、放射性核種の大気中への

放出量とその特性の時間的変化に関する推定をより確かなものにすること。  

(b) 放射能汚染水の漏えいと時間の経過に伴う水域環境（地下水および最終的には太平

洋を含む）への放出に関し、測定を継続して特性評価を改善する。放出された放射性核

種の長期的な輸送と混合、水圏の経路からもたらされる被ばくを予測して定量化する。 

(c) 降下物からの外部被ばくによる線量を継続的な測定を継続し、時間の経過に伴う変

化を予測して追跡して、環境修復プログラムの影響を定量化する。 

(d) 確率的なアプローチ、利用可能なあらゆるデータ、適切なモデルを使用し、公衆が

受けた線量の分布の特徴を個人間のばらつきを示す形でよりよく把握する（これには個

人の行動、検出限界、サンプル抽出手順、測定結果の分布についてのさらなる検討が含

まれる）と同時に、線量推定における不確かさをより高度に定量化する。 

(e) 人々の体内の放射性核種の測定をさらに行い、線量の推定値と分布の精度を向上さ

せ、現在および将来の被ばくレベルを推定する。 

(f) 現在のプロトコルに基づき、福島県での健康調査および小児の継続的な超音波検査

を続ける。福島県で検出された甲状腺がんの発生率について当該検査の影響を解析して

定量化する（この点に関しては、事故の影響を受けていない地域での甲状腺がん発生率

の調査が有用である）。個人線量が適切に評価できている集団から成る、疫学的な研究

のためのコホートを確立することを検討する。 

(g) 事故早期の各作業者の作業履歴、放射性核種の時間変動レベル（短半減期放射性核

種を含む）、作業・休憩場所での周辺線量当量、個人線量計の共有に基づく線量推定の

信頼性、各作業者による防護対策を考慮に入れながら、報告された作業者の線量におけ

る不確かさを定量化する。原発サイト内の被害軽減活動に従事した作業者の水晶体吸収

線量（および関連する不確かさ）を推定し、白内障のリスクを評価する。元請業者が報

告した実効線量の推定値の質を確証するためにさらなる解析を行う。  

(h) 将来の解析に備え、(a) 被ばくしていない作業者と (b) 実効線量が 100mSv を超え、そ

の後手術を行った作業者についての組織バンクの設立を検討する。 

(i) ヒト以外の生物相において特定の種に典型的な環境からの被ばくを測定評価する。

現地調査で報告されているが本委員会の評価と一致しない環境影響について、放射線被

ばくがそれを引き起こす重要な要因であったか否かに関し、さらなる解析を行う。  
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情 報 に も と づ く 意 思 決 定 の た め の 、 放 射 線 に 関 す る 科 学 的 情 報 の 評 価

unscear.org

1955年、国連総会は、電離放射線の人体と環境への影響に対する懸念に応えるため、原子

放射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）を設置した。当時、大気圏内核兵器実

験によって発生した放射性降下物が、大気、水および食物を通じて人々のもとに到達しつつ

あった。UNSCEARは、電離放射線のレベルと影響に関する情報の収集及び評価のために

設けられた。最初の一連の報告書が科学的根拠となり、大気圏核実験を禁止する部分的核

実験禁止条約が1963年に調印されている。

以降、数十年を経てUNSCEARは地球規模の原子放射線レベルとその影響に関する世界的

権威となるまで発展を遂げた。UNSCEARは科学的情報を独自にかつ客観的に評価する

が、その目的は、放射線リスクと防護についての政策決定と意思決定に取り組むことではな

く、それら決定のための情報を提供することである。

この刊行物の内容

第Ⅰ巻

原子放射線の影響に関する国連科学委員会による国連総会報告書

附属書A：

2011年東日本大震災後の原子力事故による放射線被ばくのレベルと影響

（以下の英文資料はwww.unscear.orgにて公表）

附録 A：データ集

附録 B：放射性核種の放出、拡散および沈着

附録 C：公衆の被ばく線量評価

附録 D：作業者の被ばく線量評価

附録 E：作業者と公衆の健康影響

附録 F：ヒト以外の生物相での線量と影響の評価

補足資料
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